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概要

AMD（反対称化分子動力学）はガウス波束のスレーター行列式で核子多体系を記述し，

時間依存変分原理に基づいて時間発展を決定する枠組みであるが，それに確率的な二核子

衝突を取り入れることにより，重イオン反応の微視的シミュレーション法として定式化す

る．その際，核子の物理的な座標の導入が重要な役割を果たす．そして，その AMDを中

間エネルギー領域での重イオン衝突に応用していくが，まず， 12C + 12C衝突でのフラグメ

ント生成などの反応機構に注目する．特に，生成されるフラグメントの質量数分布はシェ

ル効果まで含めてよく再現される．また， 30 MeV/u程度の反応での入射核破砕反応につ

いて議論し，多体的な確率的衝突過程を導入することによりこの反応が再現できることを

示す．次に，数十MeV/uから 150 MeV/u程度以下の 12C + 12C衝突と 40Ar + 27Al衝突での

フロー（運動量の集団的な横方向への流れ）を詳しく研究する．核子だけでなくフラグメ

ントのフローにも着目することにより，フロー生成の機構を反応機構と関係づけて議論す

る．フローの確率的衝突断面積依存性はフラグメントの運動量分布のレベルから理解され

る．運動量に依存する平均場と軟らかい核物質の状態方程式を与える Gogny力を用いた計

算では，フローの実験データの様々な特徴がよく再現されるのに対し，運動量に依存しな

い平均場と硬い状態方程式を与える SKG2力はフローの実験データと矛盾することが示さ

れる．
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�
1. はじめに

重イオン反応では，入射エネルギーや衝突パラメータに応じて様々な反応機構が現れる．核子当た

りの入射エネルギーが 10 MeV程度以下の低エネルギー重イオン衝突では，中心衝突で融合反応が起

こるのに対し，入射エネルギーが上がって系に持ち込まれるエネルギーが増すにつれ，多くの核子や

フラグメント（破砕片）が生じるようになる．特に，一イベントで多数の中間的な質量をもつフラグ

メントが生じる多重破砕現象については，核物質が膨張する際の液相気相相転移と関係づける議論

もあり興味深い．一方，周縁衝突では，低エネルギーでは入射核と標的核がその原型を保ったままエ

ネルギーの散逸を起こす深部非弾性散乱が起こるのに対し，エネルギーが高くなると，入射核と標的

核の重なった部分だけが中心衝突と同様に激しく反応してそれぞれの核から取り除かれるという入射

核（標的核）破砕反応が起こる．このように，低エネルギーの現象は，いくつかの限られた自由度に

よって本質的な部分は記述できるのに対し，中高エネルギー重イオン衝突では，フラグメント生成に

代表されるように，多くの自由度が活性化して複雑で多彩な反応機構が出現する．そのような反応機

構とそれらの間の移り変わりを系統的に調べることは，中高エネルギー重イオン衝突の研究の第一の

課題である．

また，中高エネルギー重イオン反応では，入射核と標的核が重なり合うことにより高密度状態が中

間状態として生成されるが，その点は軽イオン核反応のようなほかの原子核反応にはない特徴であ

る．つまり，中高エネルギー重イオン衝突は，人間の手により高温高密度核物質を生成する唯一の手

段であり，重イオン衝突の研究を通じて極限状態下の核物質の性質に迫れるのではないかと期待され

る．特に，高エネルギー重イオン衝突では，入射ビームに対して垂直な横方向への運動量の集団的な

流れ（フロー）が実験的に観測され，高密度核物質の状態方程式（核物質の非圧縮率）を反映する物

理量として注目されてきた．最近では数十MeV/uの中間エネルギー重イオン衝突でのフローも精密

に測定されるようになっており，広範なエネルギー領域での実験的理論的研究によって，状態方程式

を決定することが，中高エネルギー重イオン衝突の研究の第二の課題である．

中高エネルギー重イオン衝突の実験的研究は，高エネルギー重イオン加速器の進歩とともに進展し

てきた．また，測定器技術の進歩によって，複雑な反応による生成粒子をできるだけ完全に捕らえる

ことにより排他的な実験データが得られるようになってきたことも非常に重要である．

一方，中高エネルギー重イオン反応の理論的研究においては，動力学的な微視的シミュレーショ

ンが主要な役割を果たしてきた．もちろん，反応機構の本質的部分を抽出した様々な模型も存在す

るが，シミュレーションでは反応機構を仮定しないので，重イオン衝突での様々な現象を統一的に

記述できるという利点がある．また，反応機構がよくわかっていない未知の現象に対しても適用す

ることができる．そのような微視的シミュレーション法の代表的なものとしては， Vlasov-Uehling-

Uhlenbeck (VUU)方程式の方法 1)–7) や，量子分子動力学 (Quantum Molecular Dynamics;QMD)8)–14)

などが挙げられる．

VUUでは，位相空間での一体分布関数 f (r, p)に注目し，その時間発展によって反応を記述する．

その時間発展方程式が VUU方程式であり，�
∂
∂t

+
∂h
∂p � ∂

∂r
−

∂h
∂r � ∂

∂p � f (r, p, t) = 衝突項 (1 � 1)
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という形をしている．ここで， h(r, p) = p2 � 2M + u(r, p)は一粒子ハミルトニアン（平均場）であ

る．通常はこの方程式を数値的に解くために， f (r, p)にしたがって分布する多数のテスト粒子を導

入する．そして，それらを平均場のもとで古典的に運動させ，さらに二核子衝突を行なうことによ

り，VUU方程式を解くのである．なお，VUU方程式から衝突項を除いたものは Vlasov方程式と呼

ばれ，これは時間依存Hartree-Fock (TDHF)理論の半古典版に相当する 15)． TDHFや Vlasov方程式

は低エネルギーの現象に対して有効であるが，中高エネルギー重イオン衝突では残留相互作用が入っ

ていないことが致命的となってしまう． TDHFを拡張し残留相互作用の効果を取り入れようとする試

みもあるが，重イオン衝突の実際計算は容易ではない．それに対し， VUUでは残留相互作用の効果

を二核子衝突項として取り入れることにより，中高エネルギーでの非常に有効なシミュレーション法

となっている． VUUの平均場による運動の部分ではリウビルの定理によってパウリ原理∗が保証され

る．また，二核子衝突項でもパウリブロッキングを考慮するので，半古典的な枠組みながらも核子の

フェルミ粒子性は尊重されているといえる．これらの優れた特徴のために，世界的に見ると，様々な

シミュレーションの中で VUUが最も多く用いられているようである．しかしながら， VUUは基本

的に一体分布関数を扱う枠組みであるので，そのままではフラグメント生成が記述できないという問

題点がある．フラグメント生成は中高エネルギー重イオン反応での最大の特徴であり，非常に興味深

い現象であるから，この問題点を解決しようという試みも行なわれている．

一方， QMDは最も簡単な方法によってフラグメント生成を記述できるシミュレーション法であ

る．QMDではひとつの核子を位相空間におけるひとつのガウス波束によって表現する．つまり，系

は核子の数だけある波束の中心の位置と運動量で記述され，形式的には古典多体系の場合と同様に，

多体的な相関も取り扱うことのできる枠組みである．波束中心の運動はニュートン方程式によって決

定するが，核子を波束で表しているので密度分布はかなりなめらかなものとなり，核子が他の核子

から受けるポテンシャルは， VUUや TDHFでの平均場に近似的に相当する． QMDでも残留相互作

用として確率的な二核子衝突が取り入れられている． QMDでフラグメント生成が記述できるのは，

VUUと比較すると，核子が波束として運動するので大きな密度のゆらぎが生じやすく，また，必ず

核子（波束）を単位としてフラグメントができるからである． QMDもこれまでに低エネルギーから

高エネルギーまでの重イオン反応をはじめ，広く核反応の研究に応用されて成功をおさめているが，

QMDは理論的基礎づけが弱く，現象論的色彩が強い．特に，核子のフェルミ粒子的性質が正しく取

り入れられていない．二核子衝突に関しては終状態でのパウリブロッキングを位相空間での分布関数

に基づいて取り入れるが，運動方程式（ニュートン方程式）には核子がフェルミ粒子であるという情

報が取り込まれていない．この点を補うために，位相空間で近接している二核子間に斥力のパウリポ

テンシャルを導入することも現象論的に行なわれている 12)–14) が，その運動方程式を理論的に正当化

するのは困難と思われる．

Feldmeier16) や堀内ら 17),18)は，上述の QMDの優れた特徴をそのまま活かし，かつ核子のフェル

ミ粒子的性質を厳密に取り扱う理論として，反対称化分子動力学 (Fermionic Molecular Dynamics,

∗ここでいうパウリ原理とは，スピンアイソスピンの因子は別にして f (r, p)が 1を超えないということであ

り，半古典的な意味である．
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Antisymmetrized Molecular Dynamics; AMD)を提唱した． AMDでは， QMDと同様に核子をガウ

ス波束として表現するが，系全体の波動関数はそれらのガウス波束のスレーター行列式とする．すな

わち，この段階でパウリ原理は完全に取り込まれる．そして，波束の中心（位置と運動量）の時間発

展は時間依存変分原理から導かれる運動方程式によって決定する．この運動方程式は TDHFにおける

平均場による運動と近似的に対応するものであり，一方， AMDでは核子を波束として扱っているの

でフラグメント生成が記述できる．この事情はすでに述べた VUUと QMDとの間の関係と同じであ

る．ただし， AMDを中高エネルギー重イオン反応の研究に適用するには，単純でない問題がひとつ

あった．すなわち，残留相互作用の効果として確率的な二核子衝突を入れる必要があるが，その入れ

方が問題なのである．QMDの場合，波束の中心は，そのまま核子の位置と運動量の分布の中心と解

釈することができ，それらの核子の間に二核子衝突を行なうのは非常に単純である．しかし， AMD

では反対称化のために，もともとの波束の中心はもはや物理的な核子の位置や運動量ではなくなって

いるのである．極端な例を挙げると， 16個のガウス波束を位相空間での原点に非常に近い点にばら

ばらにおいて反対称化を行なえば， 16O原子核の基底状態（調和振動子シェル模型での (0s)4(0p)12

状態）が得られる．しかし，このことは，決して 16Oの基底状態ですべての核子が同じ位置と運動

量を持つことを意味しないのである．そこで我々は，核子の物理的座標を新たに導入し，その座標を

使って二核子衝突を AMDに取り入れる．これによって，AMDが中高エネルギー重イオン衝突に適

用可能となるのである．

AMDでは，反対称化された波動関数を直接取り扱い，量子力学的な色彩が強いが，この点は，

VUUや QMDなどのほかの中高エネルギー重イオン衝突シミュレーション法にはない優れた点であ

る．特に， AMDでは原子核の基底状態を非常に精度よく記述することができ，核構造の研究にも応

用されている 17)–20) ほどである． AMDの波動関数は，平均場の存在やクラスター構造を仮定せず，

しかも特殊な場合として調和振動子シェル模型やクラスター模型の波動関数を含んでいるため，不安

定核など未知の原子核に対しても非常に有力な研究手段となっている．また， AMDは，時間依存ク

ラスター模型 21)–23) においてクラスターとして各核子をとったことに相当し，AMDとクラスター模

型との間には密接な関係がある．特に，二核子衝突を入れるために物理座標を導入する際には，時間

依存クラスター模型で二クラスターの場合に導入されていた正準座標 23)が大いにヒントになってい

る．

我々は，本論文 24),25) において， AMDでの二核子衝突を物理座標を用いて定式化し，さらに，入

射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C + 12C反応を計算する．その結果，フラグメントの質量数分布に現れ

ている α粒子の大きな生成断面積が再現されるが，これは， AMDにおいて動力学的にフラグメント

が生成されるときのシェル効果が記述できていることを実証するものである．さらに，本論文 26)–28)

においては，核子当たりの入射エネルギーが数十から 150 MeV/u程度までの中間エネルギー重イオ

ン反応を AMDによって研究していく．冒頭にも述べたように，このエネルギー領域での重イオン反

応では高温高密度核物質が生成されると同時に，様々なフラグメント生成が起こるのがその特徴であ

るが，ここではこの両側面を統一的な立場から研究していく．以下では，今回特に注目する課題につ

いて，これまでの研究経過と今回の AMDによる研究の位置づけを示しておこう．

まず，周縁衝突の反応機構に注目する．冒頭でも述べたように，高エネルギーでの周縁衝突では入

射核破砕反応が起こる．特に， 100 MeV/u程度以上の高エネルギーの入射核破砕反応では，関与者
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傍観者描像が確立している．すなわち，入射核と標的核との幾何学的に重なり合った部分（関与者）

だけが激しく反応して入射核や標的核から取り除かれ，幾何学的に重ならない部分（傍観者）は元の

速度のまま進み続けるのである．したがって，入射核より軽い様々な質量のフラグメントが前方で入

射ビームの速度付近に観測されることになる．そのようなフラグメントを入射核的フラグメントと

呼ぶ．入射核的フラグメントの運動量分布には質量数に依存した幅があるが，その幅は，入射核内で

フェルミ運動をしている核子のうちのいくつかが突然取り除かれるとした簡単な模型（Goldhaber模

型 29)）により見事に説明され，関与者傍観者描像が支持されている．この関与者傍観者描像では，

関与者と傍観者の間に突然相互作用がなくなるという点が重要であり，これは入射速度が核内の核子

のフェルミ速度に比べて充分大きいときに正当化されよう．そしてエネルギーが低くなると，最終的

には低エネルギーでの深部非弾性散乱へと移り変わっていくはずである．問題は，どの程度のエネル

ギーでその移り変わりが起こるかであるが， 30 MeV/uという比較的低いエネルギー領域でもフラグ

メントの運動量分布に入射核破砕反応のピークが現れることが実験でわかっている．このようなフェ

ルミエネルギー領域で関与者傍観者描像が成り立つかどうかは理論的には決して自明ではない．そこ

で，本研究 26)では，入射エネルギー 30 MeV/uの入射核破砕反応に注目し，微視的シミュレーショ

ンの立場から，関与者傍観者的反応がいかにして可能となるかについて議論する．二核子衝突を入れ

た通常のAMDではこのエネルギーでの入射核破砕反応は記述できないことがわかるが，それを解決

するひとつの可能性として，核子と αクラスターとの弾性散乱のような多体的な確率的衝突過程につ
いて考察する．

周縁衝突に対し，中心衝突 � では高励起高密度の核物質が作られるのが特徴である．核物質の性質
を反映する物理量としては，重イオン反応におけるフローが特に注目されてきた．高エネルギー重イ

オン衝突では高密度状態が実現し，状態方程式が硬くて非圧縮率が大きいほど斥力的な横方向への

強い流れが生じると考えられる．また，入射エネルギーを下げていけば，次第に原子核間の引力が圧

縮による斥力を打ち消すようになってきてフローはほとんどなくなり，さらに低エネルギーになれば

引力的なフローが生じるようになる．このようなフローを，核物質の様々な状態方程式に対して微視

的シミュレーションで計算し，実験と比較することによって，状態方程式を決定することができると

期待されてきた．フローの研究の初期においては，高エネルギーでのフローの実験結果が， VUUの

計算にによって再現された 2)．そのとき，再現に成功したのは硬い状態方程式を用いた場合で，軟ら

かい状態方程式を用いるとフローは再現できなかった．このことから，重イオン衝突のデータは硬い

状態方程式を支持すると言われ，それは低エネルギーでの現象（原子核の単極振動や超新星爆発）と

矛盾していた．しかし，当時の VUUの計算で用いられた平均場は，単純に局所的な密度の関数であ

り，平均場の運動量依存性が含まれていなかった．その後の有限レンジの相互作用（Gogny力）を用

いて平均場の運動量依存性を取り入れた計算 3)では，軟らかい状態方程式でもフローの実験値が再現

できることが示されている．一方，計算に対する入力としては状態方程式のほかに二核子衝突断面積

がある．重イオン衝突では，二核子衝突は高励起非平衡の核媒質中で起こるのであるから，その衝突

�
この論文で中心衝突というときには，衝突パラメータが比較的小さい衝突を意味する．特にフローの議論で

は，衝突パラメータはゼロではない．
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断面積は自由空間のものとは異なるかもしれないが，どのような値を用いるべきかは理論的にはよく

わかっていない．そこで，フローの計算結果の二核子衝突断面積依存性を調べてみると，実はそれが

非常に大きいことが判明し 31),30)，フローの研究によって核物質の状態方程式を決めるのは困難では

ないかとも考えられる．

さて，これまではフローは一体的な物理量として考えられ，フローを議論する際にフラグメントを

考慮することはほとんどなかった．それは，微視的シミュレーションとして広く普及している VUU

がフラグメントを記述できないことと関係していると考えられる．最近では，生成粒子の質量や電

荷に応じて区別したフローが排他的に測定されるようになってきており 31)–35)，しかも， α粒子など
のフラグメントのフローは核子のフローよりもずっと大きいことがわかっている．上述のように，包

括的なフローが状態方程式だけでなく二核子衝突断面積などに依存してしまうという現状に対し，フ

ラグメントのフローは新しい手掛りを与えてくれるのではないかという期待が持てる．というのは，

単純に考えると，核子は二核子衝突を受けたあと放出されるのが大部分であるからフローはほとんど

掻き消されてしまっているのに対し，フラグメントは二核子衝突の直接的影響を受けずに平均場（す

なわち核物質の状態方程式）の影響が強く残っており，そのためにフローの値が大きいのだと思わ

れる．しかしながら，今までのところ，そのフラグメントのフローの微視的な理論計算はほとんど行

なわれていない．我々は，本論文 27),28)で， AMDを用いて重イオン衝突における核子とフラグメン

トのフローを系統的に研究する． AMDは動力学的な反応過程でのフラグメント生成をシェル効果ま

で含めて記述できることがわかっているので，フラグメントのフローの研究には最適である．また，

AMDでは，有限レンジの相互作用を用いるので平均場の運動量依存性が自然に取り込まれ，また，

反対称化した波動関数を用いて相互作用を計算するのでフローにとって最も重要な原子核間の相互作

用が精度よく計算される．

核子とフラグメントのフローの研究は，必然的にフラグメント生成など反応機構の研究と密接なつ

ながりをもつことになる．本研究で明らかになるように，フローは決して核物質の性質をそのまま反

映する単純な物理量ではない．中間エネルギー重イオン衝突は，複雑な反応機構によって支配され，

それに対する充分な理解をもたずにフローのみを議論するのはきわめて危険なことである．しかも，

我々は二核子衝突断面積のような理論的な不定性をもっている．このような状況では，まず第一に反

応の全体像をつかむことが重要であろう．例えば，核子やフラグメントの質量数分布や運動量分布を

調べることは，反応機構を把握するのに非常に役立つ．さらに中間エネルギー領域における本研究で

は，フラグメントの運動量分布は二核子衝突断面積や核物質の状態方程式を敏感に反映することが明

らかになる．実際に，二核子衝突の大小は運動量分布の減衰した成分の大小に反映され，状態方程式

の違いによる運動量分布の変化とは区別できることがわかるであろう．一方，フローは運動量分布の

ある側面を特徴づけるひとつの量に過ぎず，二核子衝突断面積や状態方程式によって変化することに

なるが，フローよりも運動量分布全体に注目することが本質的に重要である．また， AMDの微視的

シミュレーションの中身を詳しく解析することによってフラグメントの生成機構を明らかにすること

ができる．例えば，軽いフラグメントが生成する機構としては，もともと入射核または標的核内で近

接していた核子がそのままフラグメントを作る場合や，激しい反応で放出された核子がたまたま合体

してフラグメントができる場合などがありうる．このような反応機構の違いは運動量分布やフローの

違いとしても現れるであろう．このようにして，反応機構を把握し，二核子衝突断面積の不定性の影
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響を充分に吟味したうえで，最終的に複数の有効核力を用いた計算の結果と実験とを比較することに

より，核物質の状態方程式に関しての結論をくだすという方針で研究を進める．

本論文の構成は以下のとおりである．
�
2で，核反応のシミュレーション法としての AMDの枠組

みを詳しく説明したあと，
�
3で入射エネルギー約 30 MeV/uの 12C + 12C衝突でのフラグメントの質

量数分布や運動量分布を AMDで調べ，入射核破砕反応を中心とした反応機構を，確率的衝突過程依

存性に注意して議論する．
�
4では，中間エネルギー領域での 12C + 12C衝突と 40Ar + 27Al衝突におけ

る核子とフラグメントのフローを計算し，フローの生成機構，確率的衝突断面積依存性，有効相互作

用依存性を順に議論していく．最後に
�
5でまとめと今後の展望を述べる．

�
2. AMDの枠組み

2.1. 波動関数と運動方程式

AMDでは， A核子系の波動関数 � Φ � はひとつのスレーター行列式
� Φ � =

1�
A!

det � ϕi(j) � (2 � 1)

によって記述される．ここで，一粒子状態は

ϕi = φZiχαi (2 � 2)

と書かれ， αi はその i番目の一粒子状態のスピンとアイソスピン（αi = p � , p � , n � , n � ）を表し，
χαi はスピン・アイソスピン波動関数である． φZi は i番目の一粒子状態の空間波動関数であり，ガウ
ス波束

�
r � φZi � =

�
2ν
π � 3 � 4

exp 	 −ν 
 r −
Zi�

ν � 2
+

1
2

Z2
i � (2 � 3)

で表される．ここで， νは波束の幅を表わすパラメータであり，本論文ではすべて ν = 0.16 fm−2 と

とる． � φZ � は調和振動子のコヒーレント状態
a � φZ � = Z � φZ � , (2 � 4)

a ≡
�

ν r +
i

2¯̄h
�

ν
p (2 � 5)

である．したがって， Zの実部 Dと虚部Kを

Z =
�

νD +
i

2¯̄h
�

ν
K (2 � 6)

によって定義すると， �
φZ � r � φZ ��
φZ � φZ � = D,

�
φZ � p � φZ ��

φZ � φZ � = K (2 � 7)
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となり，波束の中心の位置と運動量を表わしていることがわかる．しかし，波動関数の反対称化の結

果， DiとKiは核子の物理的な位置と運動量としての意味をいつももつとは限らない．これらの一粒

子状態は互いに直交してはいなくて，それらの重なりは

Bij ≡
�
ϕi � ϕj � = eZ∗

i � Zjδαiαj (2 � 8)

となり，系の波動関数 � Φ � = � Φ(Z) � のノルムは
�

(Z, Z∗) =
�
Φ(Z) � Φ(Z) � = det B (2 � 9)

となる．

このように A体系の波動関数 � Φ � がガウス波束の中心 Z = � Zi(i = 1, 2, . . . , A) � をパラメータとし
て表わされたが，パラメータの時間発展は時間依存変分原理

δ
� t2

t1

dt
�
Φ(Z) � (i¯̄h d

dt − H) � Φ(Z) ��
Φ(Z) � Φ(Z) � = 0 (2 � 10)

により決められる．ただし，変分は条件

δZ(t1) = δZ∗(t1) = δZ(t2) = δZ∗(t2) = 0 (2 � 11)

のもとに行なわれる．この変分を行なうことにより次のような Zに対する運動方程式

i ¯̄h �
jτ

Ciσ,jτ
dZjτ

dt
=

∂ �
∂Z∗

iσ
(2 � 12)

が導かれる．ここで， σ, τは空間の 3成分 x, y, zを表わす添え字であり， � は量子系のハミルトニ
アンの期待値

� (Z, Z∗) =

�
Φ(Z) � H � Φ(Z) ��

Φ(Z) � Φ(Z) � (2 � 13)

である．また，

Ciσ,jτ =
∂2

∂Z∗
iσ∂Zjτ

log
�

= (δστ + Z∗
iτZjσ)BijB

−1
ji − �

kl
Z∗

kτZlσBilB
−1
lk BkjB

−1
ji (2 � 14)

により定義される Cは正定値のエルミート行列である．ハミルトニアン � とその偏微分の表式は，
付録 Aで与えた．

2.2. フラグメントのゼロ点振動の運動エネルギー

系全体の重心の運動エネルギー TCM のAMD波動関数による期待値は，�
TCM � = T0 +

1
2AM

K2
CM (2 � 15)
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により与えられる．ここで，

T0 =
3¯̄h2ν
2M

, (2 � 16)

A

�
i=1

Zi =
�

νADCM +
i

2¯̄h
�

ν
KCM (2 � 17)

とおいた． T0は重心運動のゼロ点振動による運動エネルギーであり，それが現れたのは，波束によ

り系を記述しようとした結果，重心の波動関数も幅を固定されたガウス波束になってしまったからで

ある．このような非物理的なゼロ点振動があっても，核構造にのみ興味を持つのであればなんら問題

は生じない．それは，容易にわかるように AMDの波動関数は重心の波動関数と内部波動関数の積で

表わされ，したがって重心運動と内部運動との間の見せかけのカップリングがないからである．

しかしながら，この非物理的な重心のゼロ点振動の運動エネルギーはフラグメント生成を取扱う際

に深刻な問題を生じる．たとえば，ひとつの 12C原子核が 3つの α粒子に分かれる場合を考えてみよ

う．我々のモデルの枠組みの中で 12Cと αの結合エネルギー E12Cと Eαが再現されているとすると，�
H � 12C − T0 = −E12C = −92.2 MeV，

�
H � α − T0 = −Eα = −28.3 MeVである．ここで，

� � は原子核の
基底状態のAMD波動関数による期待値である．物理的な状況では，ひとつの 12Cを 3つの αに壊す

のに必要なエネルギーは E12C − 3Eα = 7.3 MeVである．一方我々のモデルでは， 12Cの基底状態のエ

ネルギーは
�
H � 12C = −E12C + T0 であり， 3α状態のエネルギーは 3

�
H � α = 3(−Eα + T0)であるから，

それらの差は E12C − 3Eα + 2T0 となってしまう．余分な項 2T0 が現れてしまったが，その理由は， 3α
の相対運動の波動関数が決まった幅のガウス波束に固定されているからである．一般に，フラグメン

トの数が 1増えるごとに余分なエネルギー T0が必要になってしまう．ガウス波束の幅のパラメータ ν
を 0.16 fm−2ととる場合， T0 = 10 MeVとなるので，この問題は深刻である． �
この困難を避けるためには，フラグメント生成の際に余分に必要になったエネルギーを外から与え

た方がよいと思われる．言い換えると，運動方程式 (2 � 12)に現れるハミルトニアン � に含まれるゼ
ロ点振動の総和を，物理的に意味のあるものだけに置き換えて

� =
�
H � −

3¯̄h2ν
2M

A + T0(A −
�

F) (2 � 18)

とすべきである．ここで，
�

Fは “フラグメントの数”を表していて， D = � Di(i = 1, 2, . . . , A) � す
なわち Zの実部の連続関数である．運動方程式のハミルトニアンの中に現れるものであるから，離

散的な値のみをとる不連続な関数であってはならない．クラスター分けが曖昧さなしに行なえるよう

な配位Dに対しては，
�

F はその配位のフラグメント数に一致していなければならない．そして関数�
F(D)はそのような配位の間を連続的につながなければならない．そうすれば，式 (2 � 18)の中の項

−T0
�

Fは，フラグメント生成が起こるときに 2つのフラグメントの間の斥力的なポテンシャルとして

はたらき，見せかけのゼロ点振動によって起こりにくくなってしまったフラグメント生成を助長する

方向にはたらくと期待される．

�
ここで指摘した問題は， AMDに特有な問題ではない．この問題は， QMDや TDCMなどの波束を使う枠

組みはもちろん， TDHF理論にすらすでに存在している．
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表 I. フラグメントの重心のゼロ点振動の除去に関するパラメータ．有効相互作用として Volkov No. 1力 (m =

0.576)， Gogny力， SKG2力を用いるときの値をそれぞれ示す．

Force ξ a ξ̂ â ξ̄ ā g0 σ M T0 [MeV]

Volkov 1.0 0.2 2.0 0.1 — — 0.0 — — 7.7

Gogny 2.0 0.6 2.0 0.2 1.0 0.5 1.0 2.0 12.0 9.2

SKG2 2.0 0.6 2.0 0.2 — — 0.0 — — 9.0

�
F(D)の具体的な形としては，

NF =
A

�
i=1

g(ki)
nimi

, (2 � 19)

を用いる．ここで，

ni =
A

�
j=1

f̂ij, mi =
A

�
j=1

1
nj

fij, ki =
A

�
j=1

f̄ij (2 � 20)

であり，

f̂ij = F(dij, ξ̂, â), fij = F(dij, ξ, a), f̄ij = F(dij, ξ̄, ā), (2 � 21)

dij = � Re(Zi − Zj) � , (2 � 22)

F(d, ξ, a) =

�� � 1 （d ≤ aのとき）
e−ξ(d−a)2

（d > aのとき）
(2 � 23)

である． g(k)は通常は 1であるが， Gogny力を用いるときには 12C周辺の原子核の結合エネルギー

を再現するために

g(k) = 1 + g0e−(k−M)2 � 2σ2
(2 � 24)

とする．用いる有効相互作用に応じて表 Iに示すパラメータの値を用いた． T0 はもともと 3¯̄h2ν � 2M

であったが，原子核の結合エネルギーの全体的な傾向の微調整のために表に示すような値を用いる．

2.3. 確率的衝突過程

2.3.1. 物理的座標

AMDの運動方程式は，おおまかにいえば， TDHF理論における平均場による運動に対応するも

のである．よく知られているように， TDHF理論やその半古典版である Vlasov方程式は，低エネル
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ギーの重イオン反応には適用できるものの，入射エネルギーが 10 MeV/u程度以上になると適用不可

能となり，残留相互作用の効果を入れることが必要となってくる．そこで， VUUでは二核子衝突項

を，QMDでは確率的な二核子衝突を導入することにより，中高エネルギー重イオン衝突の記述に成

功している．我々も， QMDと同様の方法で AMDに確率的衝突過程を導入するが，その際注意しな

ければならないのは， AMDにおける力学変数 Ziは，反対称化のために，物理的な核子（の波束の

中心）の位置や運動量を表さないという点である．そのため，以下に述べるように核子の物理的座標

Wi を導入し，それを用いて確率的衝突を行なうという方法を採用する．

核子の物理座標Wi は，

Wi =
�

νRi +
i

2¯̄h
�

ν
Pi ≡

A

�
j=1


�� Q � ij
Zj (2 � 25)

と定義される．Rと Pが物理的な波束の位置と運動量である．ここで，

Qij = BijB
−1
ji =

∂
∂(Z∗

i � Zj)
log

�
Φ(Z) � Φ(Z) � (2 � 26)

であり，この行列Qの平方根は，

Q = UDU � , � Q = U
�

DU � (2 � 27)

により定めることとする．ただし， Uは Qを対角化する行列であり， Dは Qの固有値を対角成分と

する対角行列である．

ここで唐突に示した物理的座標の定義は，もちろん一意的なものではないが，以下のような物理座

標として必要な条件を満たしている．まず，

� A

�
i=1

a �iσaiτ � =
A

�
i=1

A

�
j=1

Z∗
iσQijZjτ =

A

�
i=1

W∗
iσWiτ (2 � 28)

という関係式が成り立つことから，全軌道角運動量や調和振動子量子数のような基本的な物理量がW

を用いると普通の形に表されることがわかる．このほか， Zに並進や回転の変換を施したときにW

もごく自然に変換することは容易に確かめられる．また，重心の座標は， � i Zi = � i Wi となる．さ

らに， Zが位相空間でいくつかのクラスターに分離しているとき，W はそれぞれのクラスター内に

閉じた形で Zから導かれる．以上のようなことから，ここで導入した物理座標W が非物理的になっ

てしまうような状況は起こりにくく，核子の位相空間での分布が， u =
�

νr + (i � 2¯̄h
�

ν)pとして，

f (u, u∗) = 8 �
ij

exp � −2(u∗ − Z∗
i ) � (u − Zj) � BijB

−1
ji

∼ 8 �
i

exp � −2 � u − Wi � 2 � = 8 �
i

exp � −2ν(r − Ri)
2 − (p − Pi)

2 � 2¯̄h2ν � (2 � 29)

のように近似的に表されると考えられる．

AMDは時間依存クラスター模型 21)–23) において，クラスターを核子とした場合に相当する．特

に，二核子系を考えると，ここで導入した物理座標W は， Saracenoらが文献 23)で二クラスター系
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に対して導入した正準座標にほかならない．我々がここで導入した物理座標W はその正準座標の多

核子系への拡張だといえる．すでに，時間依存クラスター模型による二クラスター系の研究では，正

準座標の空間にはパウリ禁止領域が存在することが知られているが， AMDの場合も同じような事情

がおこる．すなわち， Zの空間からW の空間への変換式 (2 � 25)は非線形であって，W の空間には決

して値をとりえない領域（パウリ禁止領域）が存在している．一般に，多核子系の中のある二核子の

物理座標の位相空間での距離 � Wi − Wj � が小さい（ �
2程度以下）と，そのW に対応する Zは存在せ

ず，パウリ禁止状態となる．

2.3.2. 確率的衝突の手続き

AMDやQMDで，核子と核子を与えられた衝突断面積 � σで確率的に衝突させる方法は，何通り
も考えられ，その差異は本質的にはそれほど重要ではないが，ここでは，核子の波束の密度分布を考

慮に入れ，かつ，断面積 σが非常に大きい場合にも対応できる以下のような方法を用いる．
微小な時間間隔 dtの間に，二核子間の相対位置 r（物理的座標W の実部）が drだけ変化したと

き，その間に二核子が衝突を起こす確率は，波束の重なりと動いた距離 drに比例して，

P(r) � dr � = α e−νr2 � dr � (2 � 30)

で与えられるとする．ここに現れた比例定数 αは，二核子が衝突するまで直線上を動くと仮定したと

きに衝突の断面積が σになるという条件，すなわち
�

2πbdb � 1 − exp � −α � π � ν e−νb2 � � = σ (2 � 31)

によって，決めなければならない．この条件は，

y = −
∞

�
n=1

(−x)n

n � n!
, ただし y =

νσ
π

, x = α � π
ν

(2 � 32)

と書き換えることができる．

AMD計算の各ステップで，すべての二核子の対について上述の衝突確率 P(r) � dr � を計算し，そ
の確率で二核子の相対運動量（物理的座標Wの虚部）を適当な角分布でランダムに変更する．そし

て，その変更後のW に対応する AMD変数 Zを計算する．その際にW がパウリ禁止領域にあるとそ

れに対応する Zが求まらないが，そのような衝突はパウリブロックされたとし，衝突はキャンセルす

る．なお，平均場の運動量依存性などのために，相対運動量の向きを変えただけではエネルギーが保

存しないが，相対運動量の大きさを適当な方法により調節してエネルギーを保存させる．

以上のような二核子衝突のほかにも，原子核内でしっかりしたクラスターがある場合には，核子と

そのクラスターとの弾性・非弾性衝突が起こることも考えられる．本論文の研究では，その中でも最

も重要だと思われる核子 α衝突を導入する場合がある．その場合， � ∆W � = 0.25を基準距離とする鎖

�
計算で用いる衝突断面積と角分布はすぐ後で与える．
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図 1. 確率的二核子衝突過程で用いる衝突断面積．左は陽子中性子衝突の場合，右は陽子陽子または中性子中性

子衝突の場合である．実線は ρ = 0のときで，点線は ρ ≥ ρ0 のときである．

クラスター判定でスピンアイソスピンの異なる 4核子からなるクラスターがあったときに，それを α
クラスターとみなす．

核子 α衝突についても上述の二核子衝突の場合と同様に各タイムステップで衝突を起こすかどうか

を全散乱断面積に基づいて決定し，衝突が起こる場合はさらに弾性か非弾性かを決める．非弾性散乱

の場合，核子と αクラスター内の一核子との二核子衝突を行なうことにする．
αα衝突は入れないので， αクラスターの対に対しては一方を単なる 4核子の集まりとして取り扱

うことにする．

2.3.3. 確率的衝突断面積

核反応の計算において，どのような二核子衝突断面積を用いるべきかということは，理論的にはっ

きり決まっているわけではない．本研究では，様々な衝突断面積に対して計算を行ない，それが結果

にどのように反映されるかを詳しく調べるが，ここでは以下で基準として使う断面積を示しておく．

なお，ここに示す断面積は，数百MeV程度までのエネルギーを念頭においてパラメータ化したもの

である．

二核子衝突の断面積は，図 1に示し以下で説明するように，衝突のエネルギー Eと衝突する点での

密度 ρに依存するものを使う．比較的高エネルギーでは，陽子中性子衝突断面積として

σpn = max � 13335 E[MeV]−1.125, 40 � mb (2 � 33)

を用い，陽子陽子衝突および中性子中性子衝突の場合は

σpp = max � 4445 E[MeV]−1.125, 25 � mb (2 � 34)
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を用いる． Eは，その確率的衝突の実験室系でのエネルギーである．これらの表式は自由空間での実

験データを適当にパラメータ化したものである．もしこの断面積を数十MeV以下の低エネルギーに

まで適用すると，断面積が非常に大きくなるが，重イオン衝突のシミュレーションでは自由空間での

断面積よりも小さい値が使われることが多い．その根拠としては，核媒質の効果を入れるべきである

ことや，低エネルギー衝突は起こったとしても実際の効果が小さいこと，また，低エネルギーでの散

乱は運動方程式の方にもある程度取り込まれていることが挙げられる．そこで，式 (2 � 33)や式 (2 � 34)

よりも

σpn = σpp =
100 mb

1 + E � (200 MeV) + C min � (ρ � ρ0)γ , 1 � (2 � 35)

の方が小さい場合，後者の断面積を用いることにする． C = 2, γ = 1 � 2の場合を標準とする．この

カットオフの断面積は Eと ρに依存するが， ρ依存性は媒質効果を取り入れたものと考える．もちろ
ん，媒質の効果は密度だけでなく温度やその他の量に依存するはずだが，多くのパラメータを導入し

ても不定性が増すばかりであるので，ここでは媒質効果を密度依存性に代表させた．

陽子中性子衝突の角分布は自由空間での実験値に基づいて，

dσpn

dΩ
∝ 10−α � π � 2− � θ−π � 2 � �

, α =
2
π

max � 0.333 ln E[MeV] − 1, 0 � (2 � 36)

とした．陽子陽子および中性子中性子衝突の角分布は，実験値はほぼ等方的であるので，計算でも等

方散乱とした．

また，核子 α衝突の全断面積（弾性散乱断面積と非弾性散乱断面積の和）としては，比較的高エネ
ルギーでは，核子と αクラスター内の 4核子との間で通常の二核子衝突が起こる場合の全断面積と等

しい断面積を用いる．すでに述べたように，この断面積は低エネルギーでは非常に大きくなるため，

σNα,tot =
571 mb

1 + E � (200 MeV) + C min � (ρ � ρ0)γ , 1 � (2 � 37)

の方が小さくなるエネルギー領域ではこちらを用いる．核子 α衝突の非弾性散乱断面積としては，実

験の反応断面積をパラメータ化して得られた表式

σNα,inel = max � 120 − 162 exp � −(E − 20 MeV) � (10 MeV) � , 0 � mb (2 � 38)

を用いる．図 2には，式 (2 � 37)が適用されるときの全断面積と非弾性散乱断面積のエネルギー依存性

を示した．また，弾性散乱の場合の角分布は

dσNα,el

dΩ
∝ exp 	 − 
 180 � − θ

70 � � 2 � +10 exp 	 − 
 θ − 20 �
40 � � 2 � (2 � 39)

とする．式 (2 � 37)と式 (2 � 39)は， ρ = 0のときに E = 28.1 MeVでの p + α反応の実験データ 36) をほ

ぼ再現するように選んだ．
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図 2. 低エネルギー（式 (2 � 37)が適用される場合）で

の核子 α衝突断面積のエネルギー依存性．実線は

ρ = 0の場合の全断面積で，点線は C = 2で ρ = ρ0

の場合の全断面積である．一点鎖線は非弾性散乱断

面積（密度に依存しない）で，様々な印は文献 36)

から引用した実験値である．

表 II. Volkov No. 1力（m = 0.576）のパラメータ． Volkov力は式 (2 � 40)のように二つのガウス関数（k =

1, 2）の和で表される．

k v0 [MeV] a [fm] W B H M

1 −83.34 1.60 0.424 0 0 0.576

2 144.86 0.82 0.424 0 0 0.576

2.4. 有効相互作用と原子核の基底状態

確率的衝突の断面積とならんで，運動方程式で用いる有効相互作用は AMDシミュレーションに対

する重要な入力である． AMDでは，二体相互作用としては，レンジの異なるガウス関数をいくつか

重ね合わせた

v(ri, rj) = �
k

v0k(Wk + BkPσ − HkPτ − MkPσPτ) exp � −(ri − rj)
2 � a2

k � (2 � 40)

という形のものを用いる．ここで， Pσ, Pτ は，それぞれ二核子のスピンおよびアイソスピンの交換演

算子である．ガウス関数を用いることにより，付録 Aに示すように AMDの波動関数による期待値を

解析的に計算できる．また， AMDの場合，ゼロレンジ（δ関数）でも有限レンジ（ガウス関数）で
も計算の労力は変わらないが，有限レンジの相互作用を用いることにより，交換項からくる平均場の

運動量依存性が自然に取り込まれる．

式 (2 � 40)の型の二体相互作用としては，例えば， Volkov力 37) を用いることができる．本論文で

Volkov力を用いるときは， Volkov No. 1でMajoranaパラメータをm = 0.576にとったものを用い

る．この相互作用のパラメータを表 IIに示しておく．図 3の左側に，この相互作用を用いたときの
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図 3. Volkov No. 1力（m = 0.576）（左）と Gogny力（右）を用いた場合の，原子核の核子当たりの結合エ

ネルギー．アイソトープが折れ線で結ばれている．実験値は計算値に対して 5 MeV下方にずらして表示して

いる．

軽い原子核の結合エネルギーを AMDの摩擦冷却法 17),18) により計算した結果を示す．摩擦冷却法と

は，適当な初期値から出発して

i ¯̄h �
jτ

Ciσ,jτ
dZjτ

dt
= (λ + iµ)

∂ �
∂Z∗

iσ
ただし µ < 0， λは任意 (2 � 41)

を解くことによって原子核の基底状態を求める方法である．この Volkov力のパラメータと表 Iの T0

を用いることにより， 12Cより軽い原子核の結合エネルギーは非常によく再現されていることがわか

る．特に，結合エネルギーにおけるシェル効果が現れているのが特徴的であるが， 12Cよりも重い原

子核に対しては結合エネルギーを過大評価している．一般に， Volkov力を用いて核構造を研究する

ときには原子核の質量数に応じて適切なMajoranaパラメータmを選ばなければならないが，重イオ
ン衝突の計算では原子核（フラグメント）の質量数は時々刻々変化するので，そのようなことはでき

ない．したがって， Volkov力が使えるのは，軽い核の反応に限られる．

さらに重い原子核から核物質までをひとつの有効相互作用で記述するためには，密度依存力を導入

しなければならない．そこで，

v(ri, rj) = �
k

v0k(Wk + BkPσ − HkPτ − MkPσPτ) exp � −(ri − rj)
2 � a2

k �

+
tρ

6
(Wρ + BρPσ − HρPτ − MρPσPτ)ρ(ri)

σδ(ri − rj) (2 � 42)

の形の相互作用を用いることにする．例えば Gogny力 38) は，有限レンジの二体力のほかに ρ1 � 3δ(r)

に比例する密度依存力を含む． Gogny力のパラメータを表 IIIに示しておく． AMDの場合，密度依
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表 III. Gogny力のパラメータ． Gogny力は式 (2 � 42)のように二つのガウス関数（k = 1, 2）の和で表される二

体力のほか密度依存力を含む．

k v0 [MeV] a [fm] W B H M

1 1 0.70 −402.4 −100.0 −496.2 −23.56

2 1 1.20 −21.30 −11.77 37.27 −68.81

σ tρ [MeV fm4] Wρ Bρ Hρ Mρ

1
�
3 8100 1 1 0 0

表 IV. AMDの摩擦冷却法によって求められた原子核の基底状態の性質．結合エネルギーと平均二乗半径平方

根，四重極変形のパラメータ βと γ を示す．

Nucleus Force B.E. [MeV] � � r2 � [fm] β γ
40Ar Gogny 335 3.35 0.16 < 10 �

SKG2 340 3.36 0.09 35 �
exp. 344

27Al Gogny 220 3.17 0.40 < 2 �
SKG2 225 3.19 0.42 < 2 �
exp. 225
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図 4. Gogny力（左）と SKG2力（右）を用いた場合の核物質の状態方程式．様々なアイソスピンの非対称度

γ ≡ (N − Z)
�
Aに対応する温度ゼロでのエネルギーを密度の関数として示した．

表 V. SKG2力のパラメータ． SKG2力は式 (2 � 42)のようにひとつのガウス関数（k = 1）で表される二体力の

ほか密度依存力を含む．

k v0 [MeV] a [fm] W B H M

1 −624.46 0.68 0.8 0 0 0.2

σ tρ [MeV fm6] Wρ Bρ Hρ Mρ

1 17269.8 1.0 0.2 −0.8 0.0

存力の計算を解析的に行なうのは困難であるが，付録 Bで与えた方法により，数値計算が可能となっ

た． Gogny力を用いると，図 3や表 IVに示すように， AMDの枠組みの中で少なくとも A = 40ま

での原子核の結合エネルギーを非常によく再現できる．これらの原子核を AMDの衝突計算の初期状

態として用いるが， QMDなどの他の核反応シミュレーション法と比べると格段に高精度の基底状態

を用いることになっている．それだけでなく， Gogny力は核物質の飽和性をも正しく再現でき，図 4

に示すように，軟らかい核物質の状態方程式（非圧縮率 K = 228 MeV）を与えることが知られてい

る．また，二体力部分が有限レンジであるから図 5のように平均場が運動量に依存するが，その運動

量依存性は， 200 MeV程度以下のエネルギー領域での核子に対する光学ポテンシャルの実部のエネ

ルギー依存性をほぼ再現している．

一方，硬い核物質の状態方程式に対応する有効相互作用としては， ρδ(r)に比例する密度依存部分

をもつ Skyrme力があげられる． Skyrme力はゼロレンジの相互作用であるが，ここではそれとよく
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図 5. 通常密度の核物質の平均場の深さのエネルギー

依存性（運動量依存性）． Gogny力と SKG2力に

対応する計算値を示す．

似た性質をもち，二体部分が短距離のガウス関数のものを用いる．パラメータは表 Vのとおりであ

る．この相互作用は文献 7)で用いられている相互作用を，図 4のように非対称核物質に対しても適

用できるように改良したものであり， SKG2力と呼ぶことにする． SKG2力は硬い核物質の状態方

程式（非圧縮率 K = 373 MeV）を与え，平均場は運動量依存性をほとんどもたない．

図 4には，中性子過剰核物質のようなアイソスピンの非対称な核物質に対する状態方程式も示して

おり， Gogny力と SKG2力は通常核物質密度付近では妥当な対称エネルギーを与えていることがわ

かる．この図をかくために必要な表式は付録 Cで与えた．本研究では，陽子数と中性子数のほとんど

等しい原子核の衝突しか扱わないが，その場合でも中性子過剰（または陽子過剰）なフラグメントが

生成する可能性もあるので，非対称核物質を正しく記述できているのが望ましい．実際，文献 7)の相

互作用をそのまま用いて計算すると，非物理的に多くの中性子過剰フラグメントが生じる．

なお，本論文の計算では，すべてクーロン相互作用を取り入れている．数値計算は，文献 39)の付

録 Bで示したように，クーロン力を多くのガウス波束の和で表して二体力の計算と同様に行なった．

2.5. AMDシミュレーションの手続き

この節の最後に，AMDで核反応シミュレーションを行なう場合の手続きをまとめておく．

まず，あらかじめ衝突させたい原子核の基底状態を摩擦冷却法により作成しておく．普通はの基底

状態は回転の自由度を除いて一意的に求まるので，この計算は一度だけ行なえばよい．

次に， AMDで衝突の動力学的計算を行なう．ランダムに向きを決めた入射核と標的核の基底状

態を，ある衝突パラメータ（これもランダムに決めればよい）で適当な距離だけ離して置き，与えら

れたエネルギーに対応する速度を与えることにより，衝突の初期条件を作る．そして，系の時間発展

をAMDにより計算する．その際，どの有効相互作用を用い，どのような確率的衝突を行なうかが，

最も重要な入力となる． AMDの計算は，いつまでも続けているわけにはいかないので，適当な時刻

（多くの場合 150 fm/c）で打ち切る．
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計算を打ち切った時刻では，核子のほか，熱平衡に達したとみなせる励起したフラグメントも生成

されている．励起したフラグメントは，長い時間をかけて粒子を放出することにより最終的には基底

状態に達するはずであるが，その計算は統計崩壊の計算コードにより計算する．我々は， Pühlhofer

の論文 40) に基づいて作成したコード 41)（通称 marucade）を用いている．統計崩壊を計算するこ

とにより，最終的に観測されるべきフラグメントが得られる．

確率的衝突のために，仮に同じ初期状態から出発しても異なる終状態が得られるが，その各々のシ

ミュレーションは実験の各々のイベントに相当する．したがって，多くのイベントを異なる衝突パラ

メータと乱数の種で計算すれば，実験で測定可能なあらゆる量が計算できることになる．普通は，与

えられた系，入射エネルギーなどの計算条件に対して数百から数千イベントの計算を行なうが，必要

なイベント数は調べたい物理量に強く依存する．また，各々の AMDの動力学的計算に対して多くの

統計崩壊のイベントを計算することにより，計算の統計精度が向上することもある．

�
3. フラグメント生成と確率的衝突過程

この節では， AMDを用いて，入射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C + 12C衝突におけるフラグメント

の質量数分布や運動量分布を調べ，この反応におけるフラグメント生成機構の詳細を議論する．反応

機構の議論の第一段階では，有効相互作用の選択はそれほど重要ではないと考えられるので，計算が

最も簡単な Volkov力のみを用いる．また，どのような確率的衝突の断面積を用いるべきかというこ

とは理論的には定まったものではないので，次のような 3とおりの確率的衝突過程に対してこの反応

の計算を行ない，結果を比較して依存性を調べることにする．

Case (a) 二核子衝突のみを入れ，核子 α衝突は入れない．式 (2 � 35)で， C = 0ととった．

Case (b) 二核子衝突に加え，核子 α衝突も入れる．式 (2 � 35)と式 (2 � 37)で， C = 1, γ = 2とした．

Case (c) 二核子衝突に加え，核子 α衝突も入れる．式 (2 � 35)と式 (2 � 37)で， C = 2, γ = 2とした．

Case (c)は Case (b)よりも核媒質中で断面積が小さくなっている．また，核子α衝突を入れた場合と

入れない場合とでは単純に断面積の大小を判断することはできない．なお，この節では，二核子衝突

はすべて等方的に起こるとした．

3.1. フラグメントの質量数分布

図 6に示したのは，入射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C + 12C衝突のイベントの一例であるが，ま

ず，この反応で生成されるフラグメントの質量数分布を見ておこう．図 7は，確率的衝突が Case (c)

のときの入射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C + 12C衝突で生成されるフラグメントのアイソトープ分

布を AMDで計算したものである．文献 24),25)に詳しく示した Case (a)と同様に， α粒子の大きな
生成断面積（シェル効果）まで含めて非常によく再現されている．このような定量的な再現には，

AMDの動力学的な計算で生じた励起したフラグメントの統計崩壊を考慮することが重要である．図

8には，動力学的な計算で生じたフラグメントの質量数と励起エネルギーの分布が示されており，こ
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れらの統計崩壊を考慮することによって，図 9のように質量数分布は変化する．多くの α粒子は統
計崩壊によって生じているが，動力学的な段階でもかなりの量の α粒子が生成しており， AMDでは

そのような動力学的なフラグメント生成におけるシェル効果も記述できているといえる．図 10には

Case (b)と Case (c)に対してフラグメントの質量数分布を示しているが，入射核や標的核よりも軽い

フラグメントに対しては，確率的衝突断面積に対する依存性がほとんどないことがわかる．一方，確

率的衝突断面積が大きいほど，質量数 13以上の重いフラグメントが多く作られるが，これは不完全

核融合的な反応が増えるためである．

3.2. 入射核破砕反応

次に，この入射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C + 12C衝突における入射核破砕反応に注目しよう．

もっと高エネルギー（100 MeV/u程度以上）での周縁衝突では，入射核と標的核の幾何学的に重なっ

た部分（関与者）だけが激しく反応し，そのほかの部分（傍観者）はもとの速度でまっすぐ運動を続

けるという関与者傍観者描像が確立している．その場合，前方でのフラグメントのスペクトルを調

べると，入射核的フラグメントがビームの速度付近にピークを作るが，そのピークの幅は，関与者傍

観者描像に基づいて標的核の核子のいくつかが突然取り除かれると考えることでうまく説明できる

（Goldhaber模型 29)）．一方，入射エネルギーが低くて原子核のフェルミエネルギーと同程度になっ

てくると，このように相互作用なく原子核の一部が切り取られるということが本当に起こるのかどう

かは決して自明ではない．しかし，例えば Czudekらの実験 42),43) では，図 11に点線で示すように，

入射エネルギーが 28.7 MeV/uの場合でも入射核的フラグメントのピークが測定されている．この場

合，ピークは低エネルギー側に幅の広い裾を引くものの，ピークの位置はビームに対応するエネル

ギーから数MeV/u程度しかずれていない．

ところが，二核子衝突しか入れない Case (a)の AMD計算では，図 11(a)のように，この入射核的

なピークは現れず，実験データは全く説明できない．この原因は，周縁衝突の AMD計算で，入射核

内の核子が標的核内の核子と二核子衝突したときに受ける運動量移行が充分に大きくなく，標的核か

ら飛び出せるだけのエネルギーがないためであると考えられる．例えば，二つの核子が入射核と標的

核とそれぞれ同じ速度であって，それらが重心系で 90 � 方向に二核子衝突する場合には，標的核内の
核子の二核子衝突後エネルギーは標的核の静止系で E � 2（Eは核子当たり入射エネルギー）となる．

E = 28.7 MeV/uの場合には，このエネルギーは 15 MeV足らずである． 12Cの陽子分離エネルギー

も約 15 MeVであるから，この衝突を受けた核子が標的核から飛び出すことはエネルギー的に困難で

ある．

もちろん，この状況は入射エネルギーに依存する．実際，入射エネルギー 70 MeV/uで衝突パラ

メータ 6 fmの計算を 58イベント計算してみたところ，統計崩壊の前の段階で， 15個の入射核的お

よび標的核的フラグメント（質量数 11, 10, 9）が作られた．それに対し，同様の 28.7 MeV/uの計算

では，たったひとつの入射核的フラグメントができただけであった．

このように， 28.7 MeV/uの実験で観測されている入射核破砕反応を再現するためには，確率的衝

突後の核子のエネルギーがもっと大きくなければならない．上述のように， AMDの場合の二核子衝

突では運動量とエネルギーを保存する限り衝突後の核子が充分なエネルギーを持つことは不可能であ
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図 11. 入射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C + 12C衝突

で角度 θ = 5.5 � に放出された 9Beのエネルギース

ペクトル．確率的衝突の Case (a), (b), (c)の計算結

果をそれぞれヒストグラムで示す．点線は実験値で

ある．
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図 12. 入射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C+12C衝突で

角度 θ = 5.5 � に放出される 9Beのスペクトルに，

AMDの動力学的計算の直後の励起したフラグメン

トの統計崩壊がどのように寄与しているかを示す．

質量数 10, 11, 12，およびそれ以上のフラグメント

からの寄与をそれぞれ示している．確率的衝突過程

の Case (c)での結果である．

るから，もしそのようなことが起こるとすれば，多くの核子が関与しているということになる．例え

ば，標的核の中にある αクラスターと入射核中の核子とが弾性散乱をするということも起こりうるの
ではないだろうか．そもそも二核子衝突を入れた AMDでは，核子と α粒子の散乱を正しく記述する
ことができない．数十MeVのエネルギー領域での p + α散乱では，弾性散乱が全断面積のかなりの
部分を占めるというのが実験的事実であるが， AMDで計算したとすると弾性散乱はまず起こりえな

い．というのは， 10 � から 20 � 程度以上の角度の散乱は二核子衝突がなけらば起こらないが，二核子
衝突では α粒子の中の一核子だけが運動量移行を受けるので， α粒子が励起して非弾性散乱になって
しまうのである．原子核（特に 12C）内で最も重要なクラスター相関は αクラスターであるから，核
子と αクラスターとの衝突が多体的な確率的衝突過程としては最も重要であろう．そこで，

�
2.3で既

に説明した方法によって， p + α散乱の特徴を記述できるように核子 αクラスター衝突を取り入れた
計算も行なってみた．

確率的衝突過程の Case (b), (c)として，核子 α衝突を導入することによって，図 11に示すよう

に，入射核的フラグメントのピークを定性的に再現することができた．なお，計算で得られた高エ

ネルギー側の入射核破砕反応のピークは衝突パラメータ 5 fm以上の周縁衝突からだけの寄与である

ことが確かめられた．図 11に示したのは統計崩壊まで考慮した最終的な結果であるが，図 12は，

AMDの動力学的な計算で生じたどのようなフラグメントの統計崩壊によって 9Beのスペクトルが作

られているかを示している．明らかなように，入射核的な 9Beは，質量数 10, 11, 12の励起したフラ

グメントの統計崩壊によって作られている． 9Beが直接作られたイベントはほとんどない．
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3.3. スペクトルの低エネルギー部分

9Beの前方のスペクトル（図 11）の計算結果には，入射核的フラグメントのピークとは別に，低エ

ネルギー部分にも山が存在する．この山は，衝突パラメータが 5 fm以下の中心衝突からきたもので

あり，周縁衝突の入射核破砕反応とは別の反応機構により生成されたものである．図 12からわかる

ように，これらの 9Beは，入射核や標的核よりも重い励起したフラグメントが生成され，その統計崩

壊の結果，残留核として作られたものである．図 11のように，この部分の山の高さは確率的衝突断

面積に依存している．図 13は，核子， α粒子，および 9Beの核子当たりの運動量の反応平面内の成

分の分布を表している． 3とおりの確率的衝突過程 (a), (b), (c)の結果を示している．核子 α衝突の
入った Case (b)と Case (c)では 9Beの入射核，標的核の速度に対応する付近に入射核（標的核）破砕

反応のピークが見られるが，それとは別に，重心運動量の近くに，今議論している中心衝突に由来す

る山が現れているのがわかる．この山の形は確率的衝突過程に強く依存しており， Case (b)では山は

中心に集中しているのが， Case (c)と Case (a)ではふた山に分離している．これは，断面積が大きく

なるほど確率的衝突によって入射エネルギーの減衰が強くなるためであると理解できる．この依存性

が，図 11の低エネルギー部分の確率的衝突過程依存性として現れているのである．なお，中心衝突

に関する限り， Case (a)と Case (c)はほとんど同じ結果を与えていることもわかる．

α粒子の運動量分布についても， 9Beの場合と同様に，運動量分布は確率的衝突断面積によって大

きく変化している．つまり， 12C + 12C衝突においては， α粒子や 9Beのようなフラグメントの運動

量分布を詳しく調べ，計算結果と実験データを比較することによって，理論的には不定な確率的衝突

断面積を決定することも可能だと考えられる．それに対し，核子の運動量分布（スペクトル）には，

確率的衝突断面積をはっきりと反映しているようには見えない．ただし，核子 α衝突を入れると核子
の運動量分布の広がりが大きくなっている．

図 11の 9Beの前方のスペクトルの計算結果には， Case (b)と Case (c)で 15から 20 MeV/u付近

に凹みが存在するが，それは実験値には存在しない．この凹みは，図 13では，重心運動量付近の山

と入射核破砕反応のピークがはっきりと分離していることに対応する．重心運動量付近の山の稜線は

ビーム方向に対して約 −45 � の角度をもっているが，これは衝突パラメータの小さい反応で，入射核
と標的核が核間の引力によっておよそこの角度だけ回り込んでいることを意味する．もしこの角度

の絶対値がもっと小さければ，重心運動量付近の山と入射核破砕反応のピークはそれほどはっきりと

は分離せず，前方のスペクトルに凹みが現れることもなかったであろう．中心衝突でどれだけ入射核

と標的核が回り込むかということは，核間の相互作用，すなわち， AMDで用いる有効相互作用に強

く依存するはずである．したがって，これ以上の定量的な議論をするためには，有効相互作用の吟味

が必要である．実際に，次の節では，この回り込みの角度に密接なかかわりをもつフローを研究する

が， Volkov力を用いたここでの計算では回り込みが大きくなりすぎていたことが明らかになる．
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図 13. 入射エネルギー 28.7 MeVの 12C + 12C衝突で生成される核子， α粒子， 9Beの運動量の反応平面内の

成分の分布を等高線で示す．確率的衝突の Case (a), (b), (c)の計算結果を示した． z軸はビームの入射方向
で， x軸はそれと垂直な反応平面内の方向である．図をなめらかにするため，標準偏差 ∆p

�
A = 10 MeV/cの

ガウス分布で畳み込んだ．
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図 14. 中間エネルギー重イオン衝突におけるフローの

概念図．

�
4. 核子とフラグメントのフロー

4.1. フローについて

核子当たりの入射エネルギーが数十MeV以上の中高エネルギー重イオン衝突の最も大きな特徴の

ひとつは，高励起高密度の中間状態が生成されるという点であり，重イオン衝突の研究を通じて高温

高密度核物質の性質が引き出せるのではないかという期待がもたれてきた．特に，運動量の集団的な

横方向への流れ（フロー）が核物質の状態方程式を強く反映すると考えられ，これまでにも精力的に

研究されてきた．我々は，ここでは入射エネルギー数十から 150 MeV/u程度以下の中間エネルギー

重イオン衝突におけるフローに着目する．このエネルギー領域では，入射エネルギーが原子核の平均

場の深さや衝突の際の圧縮のエネルギーと同程度の大きさとなるので，反応の結果は核物質の性質を

直接的に反映すると期待される．

図 14に，中間エネルギー領域でのフローの概念図を示した．比較的低エネルギーの衝突では，入

射核と標的核との引力的な相互作用の影響で二つの原子核は互いに回り込み，図に示したような方向

にフローが生じる．フローを定量化するときには，通常この方向を負と定義する．入射エネルギーを

上げていくと，フローは負の値から斥力的な正の値へと変化する．その理由としては，高エネルギー

ほど密度の高い状態ができて強い斥力が生じること，また，平均場の運動量依存性のために通常核物

質密度でも平均場の引力ポテンシャルが浅くなることが挙げられる．低エネルギーで顕著な引力の効

果と高エネルギーで顕著な斥力の効果が釣り合ってフローがゼロとなる入射エネルギーをバランスエ

ネルギーと呼び，それは実験的にも不定性が少なく測定できることから，核物質の状態方程式の情報

を引き出すのに好都合な量として注目されている．バランスエネルギーは衝突の系の大きさに依存す
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図 15. 12C + 12C衝突で生成される核子と α粒子の速度の分布を 3つの入射エネルギーに対して示す．左は

Volkov力を用いた場合で，右は Gogny力を用いた場合である．確率的衝突としては前節の Case (c)（核子

α衝突を含む）を用いた．

る 34)が，およそ 100 MeV/u前後の値である．

また，これまではフローは一体的な物理量と考えられることが多かったが，図 14にも示したよう

に，中間エネルギー重イオン衝突ではフラグメント生成が起こるのが特徴である．最近では，フロー

が粒子の質量数や電荷で区別して測定されるようになってきた 31)–35)．その結果，フラグメントのフ

ローが核子のフローに比べて絶対値が大きいことがわかっており，特にフラグメントのフローが核物

質の性質を強く反映しているのではないかと期待される． AMDは，これまで見てきたように，フラ

グメント生成をシェル効果まで含めてよく記述できる．また相互作用も精密に取り扱うことができる

ので，フラグメントのフローを核子のフローとともに系統的に調べるのに最適である．

微視的シミュレーションによりフローを研究する際には，どのような有効相互作用を用いるかが

非常に重要である．あるいは，様々な有効相互作用に対して計算を行なって結果を実験データと比較

することにより，有効相互作用を決定することが研究の最大の目的である．前節の研究では， AMD

でVolkov力を用いたが，すでに述べたように， 28.7 MeV/uの 12C + 12C衝突におけるフラグメント

の運動量分布を定量的に調べると，この相互作用では核間の引力が強すぎるのではないかと思われ

る．実際，単一のパラメータの Volkov力では広い質量数領域の系を記述するのは困難であり，特に

核物質に関してはその飽和性すら記述できない．我々は最終的には核物質の状態方程式を得たいので

あるから，この節のフローの研究では有限核から核物質まで記述できる相互作用として Gogny力と

SKG2力を用いた計算を行なう．図 15では， Gogny力を用いたときの 12C + 12C衝突における核子

と α粒子の運動量分布を Volkov力を用いたときの結果と比較しているが，適切な相互作用を用いる

ことにより，前節で残された 28.7 MeV/uで回り込みが大きすぎるという問題が解決していることが

わかる．なお，この節では，特に断わらない場合，Gogny力を用いたときの結果である．

ここでフローの定義を述べておこう．この論文では，文献 30)と同様に，

�
wPx

� A � =
� k Ak sign(Pkz)Pkx

� Ak� k Ak
(4 � 1)

によってフローを定義する．ここで， kはすべてのイベントで生じたフラグメントを表す添え字で
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Akはその質量数である． Pkz と Pkx は衝突の重心系でのフラグメントの運動量のビーム方向の成分

とそれに垂直な反応平面内の成分である．wは Pkz の符号を象徴的に表している． x軸の向きは，
斥力的なフローが正の値となるようにとっている．式 (4 � 1)ですべてのフラグメントについて総和を

とると，それは包括的なフローということになるが，ここでは和を特定の質量（または電荷）をもつ

フラグメントだけに限定して排他的なフローを主に議論する．

なお，様々な文献で様々な定義のフローが用いられているが，文献 31)–33)などで最もよく採用さ

れるのは，
�
Px

� A � -Vz曲線の傾き

VP − VT

2
d

�
Px

� A �
dVz

�
�
�
�
Vz=(VP+VT ) � 2

(4 � 2)

である．ここで， VP と VT は，それぞれ入射核と標的核の速度である．この論文で主に前述のフロー

(4 � 1)を用いるのは，その方が計算の統計誤差が小さいためであるが，この後示す結果に関しては，定

義 (4 � 2)でも同じ定性的な結果を与えることは確認してある．

4.2. 衝突の全体像

フローの議論に先立って，この小節では，核子当たり入射エネルギーが数十から 150 MeV以下の

重イオン衝突の反応のおおまかな様相を示すいくつかの物理量を調べておこう．というのは，フロー

は反応の結果を特徴づけるひとつの量に過ぎず，それのみに注目すると反応の全体像を見失うからで

ある．実際，フローは反応の様々な特徴を反映するきわめて微妙な物理量であることが明らかになる

であろう．

図 16は， 84 MeV/uの 12C + 12C衝突における陽子のスペクトルの AMDによる計算値を実験値と

比較したものである． 12C + 12Cの計算では核子α衝突を入れている．実線のスペクトルは最終的な

計算結果で，点線のスペクトルは統計崩壊の前の動力学的な計算で直接放出された陽子のスペクトル

であるが，低エネルギー部分を除いて統計崩壊の効果は小さい．放出角 35 � から 65 � では，計算結果
は実験値を過大評価する傾向があるが，この傾向は文献 8)で示されているように， VUUや QMDな

ど他のシミュレーション法でも同じである．図 17は，同じ反応での核子の多重度を衝突パラメータ

の関数として示したものであるが，文献 8)の VUUや QMDの結果とほとんど同じ結果である．

図 16のようにスペクトルを計算する際には， AMDの動力学的なシミュレーションで放出された

核子（およびフラグメントの重心）は波束として出てきたものであるので，運動量空間における広が

りを考慮しなければならない．つまり， AMDでは，質量数 AFのフラグメントの核子当たりの運動

量は，中心値のまわりに ¯̄h � ν � AF の幅をもつガウス分布である．しかしながら，この幅はいつも物

理的な意味を持つわけではない．つまり， AMDの初期状態の入射核や標的核のそれぞれの重心の運

動量も幅をもっているが，これは現実の実験に対応するものではない．この非物理的な幅は入射核的

フラグメントのような大きなフラグメントに影響すると思われるので，図 16を計算するときには，

動力学的な AMD計算で出てきた核子の運動量に対しては前述の幅を考慮し，フラグメントに関して

は考慮しなかった．いずれにせよ， AFが大きくなればなるほど核子当たりの運動量の幅は小さくな

るので，それほど重要ではないだろう．
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図 16. 入射エネルギー 84 MeV/uの 12C + 12C衝

突での陽子のスペクトル．破線のヒストグラム

は統計崩壊前にできた陽子のスペクトルで，実

線のスペクトルは統計崩壊まで計算した最終的

な計算結果である．＋は文献 44)の実験データ

である．陽子エネルギー Eと放出核 θは実験室

系でのものである．
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ルギーに対して示す．ある核子の周囲 3 fm以

内に他の核子が存在しないとき，その核子はす

でに放出されたものであると判定した．
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図 19. 衝突パラメータ 2 fmの 12C + 12C衝突に

おける核子と α粒子の多重度を入射エネルギー

の関数として示す．それぞれ，動力学的に生成

された粒子の多重度と最終的な計算結果を示し

た．動力学的に生成された α粒子の中には最終

的に統計崩壊したものもある．
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図 20. 入射エネルギー 45 MeV/uの 40Ar + 27Al衝突に

おけるフラグメントの質量数分布． AMD計算で動

力学的に生成され統計崩壊する前のフラグメントの

質量数分布を破線で示し，統計崩壊後の結果を実線

で示した．◇は 44 MeV/uの 40Ar + 27Al衝突での実

験値 45) である．

衝突の時間スケールを見るために，図 18に， 12C + 12C衝突での単位時間当たりの核子の放出率

を示した．AMDの動力学的計算は 150 fm/cまで続けたが，最初の 60 fm/cくらいまでの真に動的な
過程で多くの核子が放出され，その数は入射エネルギーが高いほど多い．また，その後はもっと長い

時間スケールで放出が続いていることがわかる．図 19には，この反応での核子と α粒子の多重度を

入射エネルギーの関数として示した．最終的な計算結果のほかに，統計崩壊の前に AMDの動力学的

な計算で生じていた粒子の多重度も示している．図 18から推測されるように， AMDの動力学的な

計算で生じた核子の中には熱平衡に達した部分から統計的に放出されたのもいくらかは含まれるで

あろうが，多くは真に動力学的な過程で生じたものと考えれる．以下では言葉遣いの簡単のために，

AMDの動力学的シミュレーションによって生じた粒子を「動力学的に生成された粒子」または「動

力学的な粒子」と呼ぶことにする．

次に， 40Ar + 27Al衝突について調べてみよう． 40Ar + 27Alの計算では核子α衝突は入れていない．

図 20は入射エネルギー 45 MeV/uの反応でのフラグメントの質量数分布を Dayrasらの実験データ
45) と比較したものである．点線は 150 fm/cまでの AMDの動力学的シミュレーションの終了時点で

の質量数分布であり，実線は統計崩壊後のものである．前方の入射核的フラグメントは実験では測定

されないので，計算値は θ > 5 � に放出されたフラグメントだけで計算した． A >∼ 25の領域の計算結

果はこの角度の下限値にかなり依存する．入射核的フラグメントと標的核的フラグメントの統計崩壊

によって質量数分布の実験データが再現されている．統計崩壊前の α粒子の生成断面積が周辺の核に
比べて大きいのは動力学的な反応過程におけるシェル効果の現れであるが，もっと大きな核について

はシェル効果を議論するには統計誤差が大きすぎるようである．なお，QMDによる同じ計算 41)も

あるが， A > 5の領域ではAMDの結果と大差ない．

図 21は， 40Ar + 27Al衝突の場合の核子と α粒子の多重度の計算値の入射エネルギー依存性を示
す．動力学的な粒子と統計崩壊によって生じた粒子を区別している．例えば， 135 MeV/uの衝突で

は全系の約半分の核子が最終的には核子として放出され，残りの半分がフラグメントに含まれている

ことがわかる．また，このエネルギーでは核子の大部分が動力学的に放出されているが， 50 MeV/u

以下では統計崩壊によって生じる核子の方が多い．このように核子の多重度が入射エネルギーに強く
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図 21. 衝突パラメータ 3 fmの 40Ar + 27Al衝突での核子（左）と α粒子（右）の多重度を入射エネルギーの関

数として示した．＋はダイナミカルに生成していた粒子の多重度で，□は励起したフラグメントの統計崩壊

により生成した粒子の多重度である．実線で結ばれた◇が最終的な計算値を示す．下側の図には，通常より

も 1.5倍大きい二核子衝突断面積を用いた場合の結果を示した．
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図 22. 入射エネルギー 45 MeV/u（左）と 85 MeV/u（右）の 40Ar + 27Al衝突での，核子， α粒子，および重

いフラグメント（質量数 5以上）の運動量のビームに平行な成分の分布．衝突パラメータは 3 fmに固定し

た．有効相互作用は Gogny力で，二核子衝突断面積として通常の値（上側）と 1.5倍したもの（下側）を用

いた．縦軸のスケールは，フラグメントに含まれる核子数に比例する．入射核と標的核の速度に対応する運

動量を PP, PT の矢印で示し，入射核の核子と標的核の核子の重心速度を PNN の矢印で示した．

依存するのに対して， α粒子の多重度の計算値にはほとんどエネルギー依存性が見られない．また，
図 21の下側の図は，二核子衝突断面積として標準の値を 1.5倍したものを用いた場合の結果である

が，核子の多重度は二核子衝突断面積対する依存性が大きい．

図 22には，核子やフラグメントの運動量のビーム方向の成分の分布の計算結果を入射エネルギー

45 MeV/uと 85 MeV/uについて示した．この図をかく際には， AMDの動力学的計算で生じた質量

数 AF の粒子は核子当たりの運動量に ¯̄h
�

ν � AF の幅をもつものと解釈した．図からわかるように，重

いフラグメントの運動量分布には，入射核的および標的核的な成分が存在するのに対し，核子は重心

運動量付近を中心に幅の広い分布をもつ． α粒子に関しては， 45 MeV/uでは重心運動量付近にも生

成しているが， 85 MeV/uでは入射核的成分と標的核的成分に分離している．標的核的な部分には，

入射核的な部分よりも多くの α粒子と少ない重いフラグメントができているが，これは軽い標的核
（27Al）が重い入射核（40Ar）よりも容易に細かく破砕していることを意味している．下側の図は二

核子衝突断面積を 1.5倍にしたときの結果を示しているが，二核子衝突断面積の影響は，核子の生成

量のほか，入射核的・標的核的成分のピークの位置にも現れている．
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図 24. 12C + 12C衝突で動力学的に生成した粒

子（核子，重陽子， α粒子）のフローと統計崩

壊によって生成した粒子のフローを区別して示

す．

4.3. フローの生成機構

4.3.1. フローの計算結果と実験との比較

図 23と図 25は，それぞれ 12C + 12Cと 40Ar + 27Al衝突における核子や軽いフラグメントのフロー

の計算値を様々な入射エネルギーについて示したものである．これから先の計算では，衝突パラメー

タを 12C + 12Cでは 2 fm， 40Ar + 27Alでは 3 fmに固定している．いずれの場合も，入射エネルギー

がバランスエネルギー以下でフローが負の領域では，核子に比べてフラグメントのフローの方が絶

対値が大きいが，これは実験で報告されている特徴 31)–35) に一致している．また， 12C + 12Cの場合

は重陽子以上のフラグメントのフローは一致しているのに対し， 40Ar + 27Alでは 1 ≤ A ≤ 4の範囲

でフローはフラグメントの質量数の順番に並んでいるが，この点については後で詳しく説明する．
12C + 12Cの計算では，フローのバランスエネルギーは 100 ± 20 MeV/uであるが，Westfallら 34) の

実験値 122 ± 12 MeV/uとほぼ一致している．この実験値は特にフラグメントの質量数を指定してい

ないが，計算結果ではフラグメントのフローのバランスエネルギーは核子のフローのバランスエネル

ギーより大きくなっている．

図 27では， 40Ar + 27Alの場合の電荷 1の粒子のフローと電荷 2の粒子のフローの計算結果を実験

値 31),33)と比較している．この図での計算値は，実験で採用されているのと同じフローの定義で計算

したものである．なお，実験ではフローの符号は定まらず正の側に表示しているが，少なくとも 70

MeV/u以下の入射エネルギーでは明らかに負の値と解釈される．したがって，実験値が存在している

エネルギー領域で， Gogny力を用いた我々の計算は実験を非常によく再現している．特に，核子の

フローのバランスエネルギーは 85 MeV/u前後で，実験と一致している．計算では電荷 2の粒子のフ

ローのバランスエネルギーが電荷 1の粒子のフローのバランスエネルギーより大きいが，その点も実
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図 25. 40Ar + 27Al衝突における質量数 A = 1, 2, 3,

4の核子やフラグメントのフローの計算値を入
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タは 3 fmに固定した．誤差棒は，計算結果の

統計誤差を示す．
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図 26. 動力学的に生成されていた核子やフラグメ

ントのフローと，統計崩壊によって生成された

核子やフラグメントのフローを区別して示す．
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図 27. 40Ar + 27Al衝突での電荷 1の粒子と電荷 2の粒

子のフローの計算値と実験値との比較．この図で◇

や□を線でつないで示されている計算値は，実験値
31),33) と同様に， � Px

�
A � -Vz曲線の傾きとして定義

されている．また，誤差棒のついた◇や□で示され

た実験値は，文献 33)の結果に，同じ著者らが文献

31)で導入している反応平面決定の補整因子をかけ

たものである．符号の定まらない実験値は，任意に

正の側に表示してある．
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験値と矛盾していない．なお，計算でも実験でも，フローは 30 MeV/uから 50 MeV/uのあたりで最

小値（最も引力的）となり，それより低いエネルギーでは絶対値が小さくなっていくが，これは核融

合的な反応で運動量分布が等方的に近くなっているからである．

4.3.2. 二成分のフロー

フローの計算結果が，実験で観測されているフラグメントの質量数依存性を再現していることがわ

かったが，ここでは，その質量数依存性の起源を明らかにするため，生成された粒子をその生成時刻

により分類してフローを調べてみよう．図 24と図 26には，それぞれ 12C + 12C衝突と 40Ar + 27Al衝

突での核子やフラグメントのフローを，動力学的に生成されていた粒子と統計崩壊で作られた粒子と

に分けて示した．動力学的な核子のフローの絶対値が小さいのに対して，統計崩壊で蒸発した核子の

フローの絶対値は大きく，最終的に得られる核子のフローはそれらの間の値となっている．しかも，

統計崩壊で生じた核子と動力学的に生成していたフラグメントと統計崩壊で生じたフラグメントは，

みなほとんど同じフローの値をもっていて，動力学的な核子のフローに比べてより引力的である．

この計算結果は，次のように解釈できる．すなわち，反応の動力学的段階の終了時点で二成分のフ

ローの成分ができているのである．ひとつは動力学的に放出された核子のフローであり，もうひとつ

は励起したフラグメント∗∗のフローである．動力学的に放出された核子の大部分は，確率的衝突を受

けて放出されたものであり，平均場の効果は確率的衝突により掻き消されてしまっている．それに対

し，励起したフラグメントのフローには平均場により引力を受けた効果がそのまま残っているのであ

る．励起したフラグメントからは，統計崩壊によって核子やフラグメントが生成するが，それらはフ

ローに乗った系で等方的に放出されるので，もとの励起したフラグメントのフローと同じフローをも

つことになる．また，動力学的な核子のフローのバランスエネルギーは励起したフラグメントよりも

小さいが，それが核子とフラグメントのバランスエネルギーの計算値の違いの原因となっている．

4.3.3. 軽いフラグメントの生成機構とフロー

これまで見てきたように， 12C+12C衝突と 40Ar+27Al衝突におけるフローは，バランスエネルギー

の値など若干の定量的相違はあるものの，非常によく似た特徴を示している．しかしながら，重陽子

のフローには明らかな違いが見られる． 12C + 12C衝突（図 23）では，重陽子は α粒子と全く同じ振
る舞いをしているのに対し， 40Ar + 27Al衝突（図 25）では重陽子のフローは核子のフローと α粒子
のフローの中間にあり，フローはフラグメントの質量の順番に並んでいる．これらの反応よりも重い
40Ar + Sc系では質量数ごとに測定されたフローの実験値 34)があるが，その場合には 40Ar + 27Alの計

算結果と同じようにフローが質量数の順番に並んでいる．図 24と図 26を見比べれば，この相違は動

力学的に生成される重陽子のフローの違いに由来するものであることがわかる． 12C + 12Cの場合，

∗∗励起していないフラグメントがあれば，それも含む．
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表 VI. 12C + 12C衝突（45 MeV/uと 84 MeV/u）と 40Ar + 27Al衝突（45 MeV/uと 85 MeV/u）での，重陽子と

α粒子の生成機構の比較．詳細は本文を参照のこと．

45 MeV/u 84 – 85 MeV/u

C+C Ar+Al C+C Ar+Al

d M 0.50 0.57 1.04 0.86

PPT 17±2% 35±5% 15±1% 28±3%

α M 1.29 0.12 1.12 0.12

PPT 9±1% 35±10% 7±1% 21±8%

d d

d

n
p

n

p

n p

図 28. 重陽子の生成機構の概念図．動力学的に放出された 2核子のコアレッセンスでできる場合（左の二つ）

と，確率的衝突の直接的影響を受けずにできる場合（一番右）が考えられる．

動力学的な重陽子のフローは励起したフラグメントのフローと全く同じであるが， 40Ar + 27Alでは，

励起したフラグメントのフローよりも動力学的な核子のフローの方に近い．

では，なぜ衝突の系によって動力学的に生成される重陽子のフローの値が違うのであろうか？これ

を理解するためには，重陽子の生成機構に着目することが重要である．我々は， AMDの動力学的な

計算で生じた重陽子を構成する陽子と中性子の運動を逆向きにたどり，それらが同じ原子核（入射核

または標的核）から来たものか，それとも別々の原子核から来たものかを調べた．別々の原子核から

来る割合を PPT，同じ原子核から来る割合を 1 − PPT と記すことにする．表 VIに PPT の計算値を重陽

子の多重度Mとともに示す． α粒子についても同様に示した（この場合， 1 − PPT は α粒子内の全核
子が同じ原子核から来た割合である）． 12C + 12Cの場合，動力学的な重陽子のうちの約 15 %が別々

の原子核から来た核子によって作られているが，この割合は 40Ar + 27Alの場合約 30 %である．入射

エネルギー 45 MeV/uと 84 – 85 MeV/uについて計算してみたが， PPT には有意な入射エネルギー

依存性は見られなかった．このように別々の原子核からの核子によって作られる重陽子は，図 28の

左側の図のように，別々に確率的衝突を受けた後の二つの核子がたまたま近い位置と運動量をもった

ために合体して生じた（すなわちコアレッセンス）ものであるとしか考えられない．ここで注意しな
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ければならないのは，図 28の真ん中の図のように，同じ原子核からの二つの核子も全く同様にコア

レッセンスによって重陽子を作るということである．そのため，全部の重陽子がコアレッセンスでで

きたとしても PPT は約 50 %である．逆にいえば， 12C + 12C衝突で PPT ≈ 15 %ということは，動力

学的に生じた重陽子のうちの約 30 %がコアレッセンスにより生じたものであり，残りの 70 %がそ

の他機構（図 28の右側の図のように，同じ原子核からの二核子だけが重陽子を作る）によって作ら

れたということを意味する．後者の機構では，コアレッセンスの場合ほど確率的衝突の直接的影響は

ないと考えられる．一方， 40Ar + 27Alの場合， PPT ≈ 30 %だから，約 60 %の重陽子がコアレッセン

スによってできたわけである． � �
このように， 40Ar + 27Alでは多くの動力学的な重陽子がコアレッセンスによって作られているの

に対し， 12C + 12Cでは大部分の重陽子が確率的衝突の直接的な影響を受けずに作られている．これ

は，系の大きさによって動力学的に放出される核子の数が違うからであろう．この違いが，重陽子の

フローの振る舞いの違いを説明することができる．すなわち，コアレッセンスでできた重陽子の運動

量分布は合体する前の確率的衝突を受けた動力学的な核子の運動量分布を反映するため， 40Ar + 27Al

では動力学的な重陽子のフローが動力学的な核子のフローに近い．それに対し， 12C + 12Cでは，大

部分の重陽子は他の励起したフラグメントと同様に，確率的衝突の直接的影響がなく，フローに平均

場の効果が強く残っているのである．

表VIから， α粒子の生成機構にも 12C+ 12Cの場合と 40Ar+ 27Alの場合とで相違があることがわか

るが，その起源は，同じ原子核の 4つの核子が作る α粒子の数量の違いにある．つまり， 12C + 12C

衝突では，入射核や標的核が他方の核との相互作用（平均場や確率的衝突）により壊れることによっ

て多くの α粒子が作られており，そのために動力学的な α粒子の多重度が 1以上もあり PPT が小さ

いという結果になっている．それに対し， 40Ar + 27Al衝突ではそのような α粒子がほとんどなく，動

力学的な α粒子の多重度が小さくコアレッセンスの割合が相対的に大きくなっている． AMDの計算

では，小さい核ほど容易に全体が細かく壊れるという傾向がある．

4.4. フローの確率的衝突断面積依存性と有効相互作用依存性

4.4.1. 確率的衝突断面積依存性

重イオン衝突で実現されるような核媒質中での二核子衝突断面積としてどのような値を用いるべき

かということは，理論的にはよくわかっていない．重イオン衝突では核媒質は非平衡の状態にあり，

密度や温度により状態を指定することもできないので， G行列に基づく断面積を用いるのも厳密にい

えば難しい．我々は，むしろ，確率的衝突断面積を有効相互作用と同じように未知のものと考え，計

算結果の依存性を調べることにより，最終的な結論を下すという立場をとる．
12C+12C衝突に関しては，いくつかの入射エネルギーで，通常の確率的衝突断面積（以下 σともい

う）の他に，それを 0.5倍したものと 1.5倍したものを使った計算も行なった．図 29と図 30には，

� �
厳密にいうと，ここでは 40Arと 27Alの質量の差を考慮しなければならないが，その影響は小さい．
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図 29. 入射エネルギー 45 MeV/uの 12C + 12C衝突における核子（左）と α粒子（右）のフローの確率的衝突

断面積依存性．
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図 30. 入射エネルギー 110 MeV/uの 12C + 12C衝突における核子（左）と α粒子（右）のフローの確率的衝突

断面積依存性．
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それぞれ 45 MeV/uと 110 MeV/uのときの核子と α粒子のフローの σ依存性をを示す．動力学的に
作られた粒子のフローと統計崩壊でできた粒子のフローを最終結果とともに示している．これらの図

からわかるように，動力学的な核子のフローはほとんど σに依存していない．もちろん，その多重度
は σに直接依存していて， 0.5σ, 1.0σ, 1.5σに対してそれぞれ 2.00, 3.52, 4.95である．この結果は先

に提示したフローの二成分の解釈と一致している．つまり，動力学的な核子のフローを決めているの

はそれらが確率的衝突によって放出されたものであるという事実であって，そのような核子がいくつ

あるかは関係ないのである．なお，最終的な核子のフローには統計崩壊で生じた核子からの寄与もあ

るので， σ依存性が現れることになる．
一方， 45 MeV/uのように入射エネルギーが低いときには励起したフラグメントのフローの σ依存

性は大きい． σが大きいほど負のフローの絶対値は小さくなっている．この結果は，励起したフラグ

メントのフローは平均場によって作られたものであるというフローの二成分の解釈と矛盾するよう

であるが，実はそうではない．この σ依存性は，運動量分布のフロー以外の側面にも注意を払えば，
ごく自然な結果であることがわかる．図 31は 45 MeV/uの 12C + 12C衝突で動力学的に生成してい

た核子と α粒子の運動量の反応平面内の成分の分布を示したものである． 3つの確率的衝突断面積

（0.5σ, 1.0σ, 1.5σ）を用いたときの結果を示す．同様に，図 32は，統計崩壊によって生じた核子と

α粒子に対する結果である．動力学的な α粒子と統計崩壊の核子と α粒子は，核子の分布の幅が α粒
子に比べて広い点を別にすれば，ほぼ同じ運動量分布（励起したフラグメントの運動量分布）をも

ち，引力的なフローをもっていることもはっきりわかる．それに対し，動力学的な核子の運動量分布

はかなり等方的である．励起したフラグメントの運動量分布の σ依存性は一目瞭然である． σが大き
くなるほど運動量分布の重心付近の減衰した成分が増えていき， 0.5σではふた山にはっきりわかれ
ていたものがつながってくる．特にフローの角度が変わっているようには見えないが，この変化のた

めに式 (4 � 1)で定義されるフローの値は σによって変化するのである．また，別の定義 (4 � 2)を採用し

た場合でも同様の σ依存性がフローに現れる．
同様のフローの σ依存性が， 40Ar+27Al衝突の場合にも得られた．図 33にその結果を示す． 40Ar+

27Alの場合は， 1.0σ, 1.5σ, 2.0σで計算した． 12C + 12C衝突の場合と同様に，低エネルギーでは励起

したフラグメントの σ依存性のために α粒子や核子のフローに σ依存性が現れているのに対し，エ
ネルギーが高くなるとこの依存性はほとんどなくなる． 85 MeV/uでは 1.5σまで二核子衝突断面積を
増やしてもフローはほとんど変わらないが， 2.0σまで増やすと若干の依存性が現れる． 135 MeV/u

になると， 2.0σまで増やしても依存性は現れない．
40Ar + 27Alの場合のフローの σ依存性は 12C + 12Cの場合と同じ機構により生じているものである

が，ここではフローテンソル

Fij =
� k PkiPkj

� Ak� k Ak
(4 � 3)

を用いて解析してみよう． kは全イベントで生成したフラグメントを指定する添え字で， i, jは空
間の三成分 x, y, zを表す．総和は，フラグメントの質量数を限定してとることにする．このフローテ
ンソル Fijは，フロー角 Θflowと四重極変形パラメータ βflow， γflowを用いて特徴づけられる． Θflow

は Fijの最大固有値に対応する固有ベクトルが z軸（ビーム方向）となす角度である．また， βflowと

γflowは， Fijの固有値の比を e2t1 : e2t2 : e2t3 （ただし， t1 ≤ t2 ≤ t3）とするとき，
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図 31. 入射エネルギー 45 MeV，衝突パラメータ 2 fmの 12C + 12C衝突において，動力学的に生成された核子

と α粒子の速度分布． 3通りの確率的衝突断面積 0.5σ, 1.0σ, 1.5σに対する結果を示す．
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図 32. 入射エネルギー 45 MeV，衝突パラメータ 2 fmの 12C + 12C衝突において，励起したフラグメントの統

計崩壊により生成された核子と α粒子の速度分布． 3通りの確率的衝突断面積 0.5σ, 1.0σ, 1.5σに対する結

果を示す．
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のフローの二核子衝突断面積依存性． Gogny力を

有効相互作用として用い，衝突パラメータは 3 fm

に固定した場合の結果を示す．

ti =

�
5

4π
βflow cos 
 γflow −

2π
3

i � （i = 1, 2, 3） (4 � 4)

によって定義した．入射エネルギーの減衰が大きければ運動量分布は等方的に近くなって βflowは小

さくなるから， βflow は減衰の程度を表すと考えられる．

図 34と図 35に，それぞれ Θflowと βflowの計算値を核子と α粒子に対して入射エネルギーの関数

として示す．実線でつないだのは標準的な σを用いたときの結果で，線でつないでいない×と＋は
1.5σのときの結果である．断面積が大きくなると βflow は小さくなっているが，これは

12C + 12C衝突

のときに図 31と図 32で見たのと同じことであり，低エネルギーではフローの σ依存性の原因となっ
ている．入射エネルギーが高いほうでも βflowは σ依存性があるが，その変化は βflowの絶対値に比べ

て小さいので，フローの値はほとんど σに依存しなくなっているのだと思われる．また，非常に興味
深いことに， Θflow はすべての入射エネルギー領域で σ依存性がないうえに，低エネルギーでは核子
に対しても α粒子に対してもほとんど同じ値が得られた．これは，フローの二成分の解釈とも一致し
ている．すなわち，励起したフラグメントは一定の角度 Θflowのフローをもち，等方的な動力学的な

核子からの寄与はフローテンソルの Fij 固有ベクトルを変えないから， Θflow には何の影響も与えて

いないのである．

結局， 45 MeV/u程度の入射エネルギーでは減衰した成分の大小によるフローの σ依存性が大きい
が，バランスエネルギー程度以上になるとほとんど σ依存性がなくなることがわかった．したがっ

て， σの値がよくわかっていない現状でも，例えばバランスエネルギーの計算値は信頼することがで
きる．また，式 (4 � 1)や式 (4 � 2)のような通常よく用いられているフローではなく，フロー角 Θflowに

注目すれば，低いエネルギーでも σ依存性がない．

4.4.2. 有効相互作用依存性と核物質の状態方程式

フローの研究の締めくくりとして，フローの有効相互作用依存性（以下では EOS依存性ともい

う）を調べることにより，核物質の状態方程式（EOS）に関する情報を引き出そう．これまで議論し
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線は SKG2力を用いた場合の結果である．＋と×は

Gogny力を用い，二核子衝突断面積を通常より 1.5

倍大きくとったときの結果を示す．
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図 37. 入射エネルギー 45 MeV/uの 40Ar + 27Al衝突での入射核と標的核の相対速度 VT − VP の時間発展．確率

的衝突を入れないときの計算結果で， Gogny力（左）を用いたときの結果と SKG2力（右）を用いたとき

の結果を示す．それぞれ 8イベントずつ計算し，相対速度の絶対値と x成分を示した．

てきた計算結果は Gogny力を用いたときのものであったが， SKG2力を用いた計算も同様に行なっ

た．結果は図 36に破線で示されているほか，以前の図 27, 34, 35にも破線で表示している．図 27で

実験値と Gogny力での計算結果， SKG2力での計算結果を比較すれば， Gogny力が実験値をよく再

現しているのに対して SKG2力は再現していないことがわかる．特に， SKG2力では，電荷 1や電

荷 2の粒子のフローのバランスエネルギーが大きすぎる．また，フローの入射エネルギー依存性が

Gogny力の場合に比べて小さすぎる． Gogny力は比圧縮率 K = 228 MeVの軟らかい EOSを与え，

SKG2力は K = 373 MeVの硬い EOSを与える．一般には硬い EOSの方がより強い斥力が生じてバ

ランスエネルギーが小さくなると思われるが， SKG2力でバランスエネルギーが大きくなるのは，

SKG2力が作る平均場に運動量依存性がないためであると考えられる．それに対し， Gogny力が作

る平均場には適切な運動量依存性があるため，実験値のようなフローのエネルギー依存性が得られ

たのである．この 40Ar + 27Al衝突に関しては，大西らによる QMDの計算 46)もある．彼らは統計崩

壊を計算せずに包括的なフローのみを議論しているので，我々の結果と直接比較することはできない

が，得られた結論は同様である．

最後に，図 34からわかるように，同じ確率的衝突断面積を用いた場合でも， SKG2力のときの方

が Gogny力のときよりも減衰が大きくなっていることがわかる．これが本当に，二核子衝突の影響

ではなく有効相互作用の影響であることを確かめるために，全く確率的衝突を入れない計算を行なっ

て比較してみよう．図 37では，入射エネルギー 45 MeV/uで衝突パラメータ 3 fmの 40Ar + 27Al衝突

をそれぞれ 8イベントずつ計算したときの，入射核と標的核との相対速度の時間発展を示している．

確率的衝突を入れていない計算であるので，イベント間のゆらぎは初期状態における入射核と標的核

の向きの違いによるものである．入射核や標的核の各時刻での位置は，もともとそれぞれの核から来

た核子の物理的位置 Re Wi
� �

νの重心として計算した．入射核と標的核が近づくと引力によって相対
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速度の大きさが増加しているが，この加速の効果は Gogny力で大きく SKG2力で小さい．そして，

Gogny力では最終的な相対速度は初期の相対速度とほとんど変わっていないのに対して， SKG2力

では最終的な速度はかなり減衰している．これは， SKG2力は硬い EOSを与えるので原子核が重

なったときの引力がかなり弱められ 47)，その結果加速が小さく相互作用時間が長くなったために減

衰が増したと考えられる．また，最終的な横方向の相対速度は SKG2力の場合の方が大きいが，これ

は，二核子衝突を入れた計算で図 35のように SKG2力の方が回り込みの角度が大きいことと対応し

ている．

�
5. まとめと今後の展望

本論文では， AMD（反対称化分子動力学）を重イオン衝突の微視的シミュレーション法として導

入し，それを用いて，中間エネルギー重イオン衝突でのフラグメント生成などの反応機構を研究し，

また，高温高密度核物質の性質の情報を得るために核子やフラグメントのフローを調べた．

AMDは，系の波動関数をガウス波束のスレーター行列式で表現し，その時間発展を時間依存変分

原理から導かれる運動方程式によって決定する枠組みであり， Feldmeierや堀内らにより，重イオン

反応の微視的シミュレーションのために提案されたものである．しかし，実際に中高エネルギー重イ

オン衝突に適用するには，さらに二核子衝突を入れることが不可欠であり，本論文では，核子の物理

座標を新たに導入することにより，それを実現した．物理座標は，時間依存クラスター模型ですでに

導入されていた二クラスター系の場合の正準座標をもとに，多核子系に拡張することにより定式化さ

れたが，その物理座標の空間にはパウリ禁止領域が現れ，二核子衝突におけるパウリブロッキングは

自然に取り入れられた．また， AMDのように，波束によって核子を表現すると，孤立した核子やフ

ラグメントの重心も波束となり，その広がりに対応するゼロ点振動の運動エネルギーを持つことにな

る．このゼロ点振動には物理的な意味はなく，このために核子放出やフラグメント生成のしきい値が

再現できないという問題が生じる．本論文では，フラグメントの数を表す連続関数を定義することに

よって，この非物理的なゼロ点振動を現象論的に取り除く方法を提案し，計算に用いた．

このようにして，重イオン衝突シミュレーション法として定式化された AMDを用いて，まず，入

射エネルギー 28.7 MeV/uの 12C + 12C衝突におけるフラグメント生成と反応機構を研究した． AMD

では，この反応で生成されるフラグメントのアイソトープ分布をよく再現することができた．特に，

α粒子の大きな生成断面積が再現され， AMDがシェル効果を記述できることが実証された．質量数

分布の定量的な再現には， AMDの動力学的計算で生じた励起したフラグメントの統計崩壊を考慮す

ることが重要であったが，計算では動力学的な段階でも大量の α粒子が生成しており， AMDは動力

学的なフラグメント生成におけるシェル効果を記述できている．フラグメントの質量数分布はほとん

ど二核子衝突断面積には依存しないのに対し，フラグメントの運動量分布は，確率的衝突過程に強く

依存している．特に，このような比較的低エネルギーでの周縁衝突でも関与者傍観者描像に近い入射

核破砕反応が起こっていることが実験ではわかっているが，それをAMDで再現するためには，二核

子衝突だけでは不可能で，核子 α衝突のような多体的な確率的衝突過程を導入すれば再現できるこ

とがわかった．また，入射核より少し軽いフラグメントや α粒子などの運動量分布の低エネルギー部
分（すなわち減衰した成分）は，確率的衝突断面積の大きさに強く依存していることも明らかになっ
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た．

次に，入射エネルギーが数十から 150 MeV/u程度までの中間エネルギー領域でのフローを 12C +
12C衝突と 40Ar + 27Al衝突に対して研究した．本論文の特徴は，核子のフローだけでなく重陽子や α
粒子などフラグメントのフローにも着目したこと，また，単に核物質の状態方程式依存性を調べるだ

けでなく，フラグメントの生成機構や確率的衝突断面積依存性の効果にも注目した点である． Gogny

力を用いた AMDの計算結果は，これらの反応に関して入手可能な実験データ（フローのバランスエ

ネルギーなど）をほぼ再現している．特に，核子のフローに比べてフラグメントのフローの絶対値が

大きいという実験結果を再現することができたが，計算結果を粒子の生成時刻によって分類するこ

とにより，この結果は，フローに二成分あるためであると解釈できることが明らかになった．すなわ

ち，第一の成分は確率的衝突を経て動力学的に放出された核子のフローであり，平均場の効果が掻き

消されているためにその絶対値は小さい．第二の成分は，動力学的な反応過程で生成された励起した

フラグメントのもつフローであり，平均場の効果を強く残しているために絶対値が大きいのである．

また，動力学的に生じた重陽子のフローの振る舞いは， 12C+12Cの場合と 40Ar+27Alの場合で異なる

ことがわかったが，それは動力学的な重陽子の生成機構の違いによるものであることが判明した．す

なわち， 12C + 12Cではほとんどの重陽子が平均場の効果で生成しているのでそのフローはフローの

第二成分に等しいのに対し， 40Ar + 27Alでは多くが動力学的な核子のコアレッセンスによって作られ

たものであるのでそのフローはフローの第一成分に近いのである．次に，フローの確率的衝突断面積

に対する依存性を慎重に調べたが，これを理解するにはフローだけでなく運動量分布全体に着目する

ことが必要であった．確率的衝突断面積が大きくなると，フローの角度はほとんどかわらないが，励

起したフラグメントの運動量分布の減衰した成分が増大する．その結果としてバランスエネルギー以

下の入射エネルギーでは，通常の定義のフローは確率的衝突断面積に依存することになっている．し

かし，バランスエネルギー程度以上になると，この依存性はかなり小さく，したがって，二核子衝突

断面積の理論的不定性に結果が影響されないことになる．そこで， 40Ar + 27Al衝突の場合に，核物質

の軟らかい状態方程式（非圧縮率 K = 228 MeV）と運動量依存性をもつ平均場を与えるGogny力を

用いたときの結果と，硬い状態方程式（K = 373 MeV）と運動量依存性のない平均場を与える SKG2

力を用いたときの結果を比較してみると，明らかに Gogny力はフローの実験を再現しているのに対

し， SKG2力ではバランスエネルギーが大きすぎ，実験と一致していない．すなわち，平均場の運動

量依存性がない硬い状態方程式は実験と矛盾することが結論された．

本研究では，運動量依存性をもつ平均場と硬い状態方程式を与える有効相互作用を用いたフローの

計算は行なわなかった．我々は，通常微視的シミュレーションで行なわれているように核物質の飽和

密度とそのエネルギーの要請を相互作用に課すだけでなく，様々な質量数の原子核の基底状態の性質

をも同時に再現しておきたい．したがって，有効相互作用に対する条件が厳しく，適切なパラメータ

を新たに探さなければならないが，そのような相互作用を用いたフローの研究を行なうことは，核物

質の状態方程式を決定するためには非常に重要である．

さて，この論文では，重イオン衝突における非常に興味深い現象である多重破砕反応についてはほ

とんど触れなかった．これまでに調べた反応のうち， 12C + 12C衝突の AMD計算では，ある意味で

は多重破砕が起こっている．すなわち，標的核からの相互作用（平均場や確率的衝突）を受けた入射

核が，反応の動力学的な段階でいくつものフラグメントに分解するというイベントがかなりあり，例
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えば入射核（または標的核）から二つ以上の α粒子ができることもある．このような入射核（または
標的核）の破砕様式は，核子と原子核との衝突では起こらず，重イオン衝突に固有の現象のようであ

る．注意すべきことは，
�
4.3.3で見たように， 12C + 12C衝突の AMD計算で動力学的に生成される

α粒子のほとんどは，入射核だけまたは標的核だけから来た 4核子で構成されている点である．した

がって，系の大部分からできた励起した源から中間的な質量をもつフラグメントが多数生成するとい

う普通の多重破砕反応の描像 � � とは異なっている．また， �
4.2や

�
4.3.3でも述べたように，このよう

な入射核・標的核の多重分解は， 40Arのように原子核が重くなるほど起こりにくくなる．それでも，

本論文で示したように 44 – 45 MeV/uでの 40Ar + 27Al衝突のフラグメントの質量数分布は，統計崩壊

を考慮することにより，ほぼ再現されている．この事情は QMDでも同様のようであり，例えば，文

献 48)の入射エネルギー 35 MeV/uの 40Ca + 40Ca衝突の質量数分布は，多重破砕反応ではなく入射核

的・標的核的フラグメントの統計崩壊によりほぼ説明できる 49) から，このエネルギー領域では多重

破砕反応が起こっていない可能性もある．しかしながら， QMDでは α粒子や中間質量フラグメント
の生成量を過小評価する傾向がある． 44 – 45 MeV/uの 40Ar + 27Al衝突の AMD計算でも質量数 10

から 15付近の中間質量フラグメントを過小評価している．

多重破砕反応の主要な特徴は，励起した熱平衡の源が統計的に崩壊すると仮定する統計模型 50)–52)

で非常によく記述できることが知られている． AMDのような微視的シミュレーションにおいては，

その統計的性質は自動的に動力学に含まれることになる．多重破砕現象を支配するものが統計的性質

であるとすれば， AMDのもつ統計的性質が正しいものであるかどうかを確認する必要がある．例え

ば，励起した原子核においては，励起エネルギーと温度との間に E = aT2 のような量子論的な関係

があり，状態密度パラメータ aは A � (8 MeV)とか A � (12 MeV)という程度の値である．一方， AMD

で記述される原子核では，付録 Dの方法によって計算したところ， E ∼ 3ATという完全に古典的な

統計的性質をもつことがわかった．これは， AMDでの運動は古典的な運動方程式によって支配され

ているから当然のことといえる．この結果， AMDでは励起した原子核からの核子蒸発が非常に起こ

りにくく，また蒸発したとしても核子のエネルギーが異常に小さい．

この問題を解決するには，AMDの動力学（特に原子核から核子やフラグメントが放出されるとき

の動力学）を改良しなければならない． AMDでは核子を波束として表すため，核子は運動量にも幅

を持つが，原子核内ではこの幅はフェルミ運動の一部としての意味をもつ．しかし，核外に放出され

た後までこの幅を保持させるのは好ましくない．例えば，核内での波束の高運動量の部分が核外に

飛び出すだけのエネルギーを持っていたとしても，波束の中心が充分なエネルギーを持たなければ，

結局何も放出されないことになる．そこで，核外の核子は平面波（または古典粒子）と解釈すること

にし，核子が放出される際に，核内にいたときの運動量の分布に応じて放出後の運動量をランダムに

与えるという過程を AMDの動力学に追加する．この改良を行なうと， AMDは古典ハミルトニアン

系ではなくなるが，箱の中に閉じ込められた核子系での液相（原子核）と気相（孤立した核子の集ま

り）との相平衡を通じて原子核の統計的性質を調べられる．その結果，運動量の幅を取り入れること

� �
多重破砕現象は比較的短い時間スケール（∼ 100 fm/c）でおこる現象を指し，本論文の研究で考えた長い時

間スケールの統計崩壊とは区別しなければならない．
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により，量子論的な統計的性質 E = aT2 が得られることがわかってきた．そこで，今後は，この改良

された AMDによって多重破砕現象が実際に記述できるのではないかという期待が持てる．それが成

功すれば，熱平衡などを一切仮定せずに，重イオン衝突の始めから終りまでを単一の枠組みで記述で

きることになる．

AMDやQMDなどの微視的シミュレーションは，もともと重イオン衝突のために発展してきたも

のであるが，核子入射反応などの軽イオン反応に対しても適用できることが明らかになってきている
53)．本論文で研究してきた重イオン衝突では一般に系全体が高く励起して非常に複雑な反応が起こる

のに対し，軽イオン反応ではその反応機構が比較的単純である．従来異なる枠組みで研究されてきた

これらの核反応を単一の枠組みで研究できる利点は大きい．また，軽イオン反応は核媒質中での二核

子衝突など基本的な過程を調べるのに適しており，重イオン反応の場合と相補的な情報を与えてくれ

るのではないかと期待される．

本論文では，非相対論的なエネルギー領域での重イオン衝突のみを議論してきた．相対論的なエネ

ルギーになると，まず， ∆共鳴や π中間子が登場するが，それらを取り入れる拡張は現在進行中であ
る．また，さらに高エネルギーになると，運動学を相対論的にすることを検討しなければならない．

AMDは，中性子過剰核のような軽い不安定核の構造の研究でも成功を収めている 20)．今後は，

より広範囲の不安定核の研究を進めていくと同時に，不安定核による核反応の研究も重要な課題であ

る．例えば，中性子過剰核どうしの衝突が実現すれば，今回行なったようなフローやフラグメントの

運動量分布に着目することにより，中性子過剰核物質の状態方程式の研究が可能となろう．その際に

は，アイソスピン自由度をより正確に取り扱うために，これまでは固定していたアイソスピン（およ

びスピン）の波動関数を時間依存とするなどの拡張が必要となるかもしれない．
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付録 A.

—ハミルトニアンの期待値と微分—

AMDの波動関数は互いに直交していない一粒子波動関数のスレーター行列式
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� Φ � =
1�
A!

det � ϕi(j) � (A � 1)

で与えられているが，そのような場合の一般の一体演算子や二体演算子

T =
A

�
i=1

ti, V = �
i<j

vij (A � 2)

の期待値は �
=

�
T � =

�
Φ � T � Φ ��
Φ � Φ � =

A

�
i,j=1

�
ϕi � t � ϕj � B−1

ji , (A � 3)

�
=

�
V � =

�
Φ � V � Φ ��
Φ � Φ � =

1
2

A

�
i,j,k,l=1

�
ϕiϕj � v � ϕkϕl − ϕlϕk � B−1

ki B−1
lj (A � 4)

により得られる 54)．ただし， Bは一粒子波動関数の重なり

Bij =
�
ϕi � ϕj � (A � 5)

であり，核子 iと核子 jのスピン・アイソスピン αi, αjが異なるときは Bij = 0であるから，行列 Bは

ブロック対角的である．

運動エネルギー

T = �
i

ti = �
i

p2
i

2M
(A � 6)

の期待値は �
=

�
T � =

3¯̄h2ν
2M

A −
¯̄h2ν
2M

�
α

�
i,j∈α

(Z∗
i − Zj)

2BijB
−1
ji (A � 7)

となる．ここで， � i∈αはスピン・アイソスピン αをもつ核子についての和を表わす．また，二体相
互作用

V = �
i<j

vij (A � 8)

の期待値は

�
=

�
V � =

1
2

�
α

�
i,j,k,l∈α

�
ij � v � kl − lk � B−1

ki B−1
lj + �

α<β

�
i,k∈α

�
j,l∈β

�
ij � v � kl − lk � B−1

ki B−1
lj (A � 9)

となる．相互作用の具体的な形としては

vij = v0Xij exp[−(ri − rj)
2 � a2], (A � 10)

X = W + BPσ − HPτ − MPσPτ (A � 11)
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（Pσと Pτ は 2核子のスピン・アイソスピンを交換する演算子）というガウス関数をとることにする

が，いくつかのガウス関数の和で与えられる場合への拡張は自明である．そうすると，行列要素は解

析的に計算できて， i, k ∈ αかつ j, l ∈ βのとき，�
ij � v � kl − lk � = v0(1 − λ)3 � 2 � BikBlj

�
αβ � X � αβ � exp � −(λ � 4)Z2

ijkl �
− B̃ilB̃jk

�
αβ � X � βα � exp � −(λ � 4)Z2

ijlk � � (A � 12)

となる．ただし，

λ =
1

1 + a2ν
, (A � 13)

Zijkl = Z∗
i − Z∗

j + Zk − Zl, (A � 14)

B̃ij =
�
φZi � φZj � = exp(Z∗

i � Zj) (A � 15)

とおいた．

次に，運動方程式の右辺 ∂ � � ∂Z∗
hを求めよう． Bの逆行列 B−1 の微分は，

∂B−1
ji

∂Z∗
h

= GihB−1
jh , (A � 16)

Gih = − �
l

ZlBhlB
−1
li (A � 17)

により求まることを用いると，運動エネルギーの微分は， h ∈ αのとき

∂

�

∂Z∗
h

= −
¯̄h2ν
2M

� 2Z∗
h + �

i,j∈α

� − 2δhiZj + (Z∗
i − Zj)

2(δhiZj + Gih) � BijB
−1
jh � (A � 18)

となり，二体相互作用の微分は， h ∈ αのとき

∂
�

∂Z∗
h

= �
β

�
k∈α

Dβ
hkB−1

kh + �
β

�
i,k∈α

Fβ
ikGihB−1

kh (A � 19)

で計算することができる．ここで， i, k ∈ αのとき，

Fβ
ik = �

j,l∈β

�
ij � v � kl − lk � B−1

lj , (A � 20)

Dβ
ik = �

j,l∈β

∂
�
ij � v � kl − lk �

∂Z∗
i

B−1
lj (A � 21)

と定義した．ただし， i, k ∈ αかつ j, l ∈ βのとき，

∂
�
ij � v � kl − lk �

∂Z∗
i

≡ v0(1 − λ)3 � 2 � BikBjl
�
αβ � X � αβ � � Zk − (λ � 2)Zijkl � exp � −(λ � 4)Z2

ijkl �
− B̃ilB̃jk

�
αβ � X � βα � � Zl − (λ � 2)Zijlk � exp � −(λ � 4)Z2

ijlk � � (A � 22)

である．
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ところで，これまで規格化されていない一粒子波動関数を用いてきたが，そのため実際の計算で不

具合が生じる．例えば，原点から遠く離れたところに波束 iがある場合には Bii = e � Zi � 2 が非常に大き
くなり，数値計算ができなくなることがある．そこで Bを次のように再定義することにする

Bij := ciBijcj, ci = e− � Zi � 2 � 2. (A � 23)

したがって，新しい Bは規格化された一粒子波動関数 � ϕi � � � �
ϕi � ϕi � に対する重なりの行列であるの

で，数値的な問題は生じないはずである．また， B̃ijも式 (A � 23)と同様に変更する．この Bの再定義

に応じて逆行列 B−1 は次のように変わることが容易にわかる

B−1
ij :=

1
ci

B−1
ij

1
cj

. (A � 24)

このように再定義しても，式 (A � 7), (A � 9), (A � 12)はそのままの形で，前と同じ

�
と

�
が求まること

がわかる（この場合，式 (A � 12)から得られる行列要素は規格化された一粒子波動関数をとったときの

ものになる）．また，G, F, Dの定義式 (A � 17), (A � 20), (A � 21)をそのままの形に保つと，それらは再

定義により，

Gih :=
1
ci

Gihch, Fβ
ik := ciF

β
ikck, Dβ

ik := ciD
β
ikck (A � 25)

と変更される．したがって，式 (A � 18), (A � 19)は同じ形のままで，正しい ∂

�
� ∂Z∗

h, ∂
� � ∂Z∗

h が得られ

る．ただし，この場合，式 (A � 16)はもはや成り立たない．

付録 B.

—密度依存相互作用の計算方法—

ここでは，AMDで密度依存相互作用

Vρ =
tρ

6
�
i<j

Xijρ(ri)
σδ(ri − rj) (B � 1)

を用いる場合のその期待値の計算方法を説明する．

AMDの波動関数から計算される ρ(r)を用いると， Vρ の期待値は

�
ρ =

�
Vρ � =

tρ

16

�
dr µ(r)ρ(r)σ (B � 2)

と書ける．ただし，

µ(r) = �
α

ρ̃α(r)ρα(r), ρ(r) = �
α

ρα(r), (B � 3)

ρα(r) = 
 2ν
π � 3 � 2 �

i,j∈α

e−2 ��� νr−(Z∗
i +Zj) � 2

� 2

BijB
−1
ji , (B � 4)

ρ̃α(r) = �
β

4
3

�
αβ � X � αβ − βα � ρβ(r) (B � 5)
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である．式 (B � 2)を解析的に計算することは， σが整数でないときには不可能であり， σ = 1の

ように整数であっても 6重ループなどが登場して実際計算は困難になるので，
�

ρ をモンテカルロ

法を用いて評価することにする．適当な重み関数 µw(r)にしたがって NTP 個のテスト粒子 rk (k =

1, . . . , NTP)をランダムに生成すると

�
ρ ≈

tρ

16
F

NTP

NTP�
k=1

µ(rk)
µw(rk)

ρ(rk)σ, F =
�

dr µw(r) (B � 6)

によって，
�

ρの値が近似的に求まる．任意の重み関数 µw(r)は，積分 (B � 2)に寄与する領域を効率的

に覆い，かつテスト粒子の生成が数値的に容易にできるように選ばなければならないが，ここでは，

物理座標 Ri = Re Wi
� �

νを用いた近似的な密度

ρw(r) = 
 2ν
π � 3 � 2 �

i
e−2ν(r−Ri)2

(B � 7)

を利用して，

µw(r) = ρw(r)2 = 
 2ν
π � 3 �

ij
e−ν(Ri−Rj)

2
e−4ν � r−(Ri+Rj) � 2

� 2

, (B � 8)

F = 
 ν
π � 3 � 2 �

ij
e−ν(Ri−Rj)2

(B � 9)

ととることにした．

AMDの運動方程式を解くためには， Zhに関する
�

ρの偏微分が必要であるが，これも同様にモン

テカルロ法を用いて

∂
�

ρ

∂Z∗
h

=
tρ

16

�
dr 	 2ρ̃α(r) +

σµ(r)
ρ(r) � ρ(r)σ ∂ρα(r)

∂Z∗
h

(B � 10)

≈
tρ

16
F

NTP

NTP�
k=1

Y(rk)
∂ρα(rk)

∂Z∗
h

(B � 11)

によって評価することができる．ここで αは核子 hのスピンアイソスピンのラベルであり，

Yα(r) ≡ 	 2ρ̃α(r) +
σµ(r)
ρ(r) � ρ(r)σ

µw(r)
(B � 12)

とおいた．これを数値計算する際には，前もって， i, j ∈ αに対して

Sij =
NTP�
k=1

Yα(rk) exp � −2 � �
νrk − (Z∗

i + Zj) � 2
� 2 � , (B � 13)

Tij =
NTP

�
k=1

Yα(rk)
�

νrk exp � −2 � �
νrk − (Z∗

i + Zj) � 2
� 2 � (B � 14)

を計算しておき，

∂
�

ρ

∂Z∗
h

≈
tρ

16
F

NTP

 2ν

π � 3 � 2 	 �
j∈α

� 2Thj − Z∗
hShj � BhjB

−1
jh + �

i,j∈α

SijBijGihB−1
jh � (B � 15)

を求めれば， A2NTPに比例する演算量で済み，系が大きくなると二体力の計算よりもモンテカルロ法

による密度依存力の計算の方が楽になる．
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付録 C.

—核物質の状態方程式の表式—

AMDなどで用いる有効相互作用に対応する核物質の温度ゼロでの状態方程式の表式を与えてお

く．ここでは，アイソスピンやスピンに関して非対称な場合にも使えるように， p � , p � , n � , n � の
密度がそれぞれ ρα（α = 1, 2, 3, 4）で与えられたときの一様核物質を考える．全密度は ρ = � α ρα で

ある．我々は有効相互作用を扱っているので，基底状態のエネルギーは Hartree-Fock近似，すなわち

平面波のスレーター行列式での期待値を計算すればよい．

相互作用のうち，二体相互作用の部分が式 (A � 10)で与えられ，密度依存相互作用の部分が式 (B � 1)

で与えられる場合には，温度ゼロでの核子当たりのエネルギーは

E � A = Ekin
� A + (Ed

� A + Ee
� A) + Eρ

� A (C � 1)

で与えられる．ここで各項は

Ekin
� A =

3¯̄h2

10M
(6π2)2 � 3 �

α

ρ5 � 3
α

ρ
, (C � 2)

Ed
� A =

1
2

π3 � 2v0a3 �
αβ

�
αβ � X2 � αβ � ραρβ

ρ
, (C � 3)

Ee
� A = −

1
12π2

v0

a3ρ
�
αβ

�
αβ � X2 � βα � F � a(6π2ρα)1 � 3, a(6π2ρβ)1 � 3 �

, (C � 4)

Eρ
� A =

tρ

12
�
αβ

�
αβ � Xρ � αβ − βα � ραρβ

ρ1−σ (C � 5)

である．ただし， X2 と Xρ は，それぞれ二体相互作用と密度依存相互作用のスピンアイソスピン依存

部分である．また，関数 Fは

F(x, y) =
x3 + y3

2
erf

�
x + y

2 � +
x2 − xy + y2 − 2�

π
exp 	 − �

x + y
2 � 2 �

−
x3 − y3

2
erf

�
x − y

2 � −
x2 + xy + y2 − 2�

π
exp 	 − �

x − y
2 � 2 � , (C � 6)

erf(x) =
2�
π

� x

0
e−t2

dt (C � 7)

である．

付録 D.

— AMDにおける統計的性質の計算方法—

AMDの動力学は，式 (2 � 12)のような古典運動方程式によって定められるので，その統計的性質は

状態密度（位相空間の体積） ρ(E)で支配される．例えば，エントロピー Sや温度 T は
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S(E) = log ρ(E),
1

T(E)
=

∂S(E)
∂E

=
1

ρ(E)
∂ρ(E)

∂E
(D � 1)

である．ここでは， AMDの変数 Zi, Z∗
i （i = 1, . . . , A）をまとめて実数変数 �x = (x1, . . . , x6A)で表す

ことにしよう． �xは正準変数ではないので注意を要する．AMDの場合には正準変数の具体的な形は

わからないので，正準変数を用いた通常の古典統計力学の公式をそのまま用いることができるとは限

らない．ただし，正準変数が存在することは間違いないので，それを �yと書こう．すると，状態密度
ρ(E)は

ρ(E) =
�

d �y δ(E − � ) (D � 2)

となる．これを非正準変数 �xで書き直すと，
ρ(E) =

�
d �x µ( �x)δ(E − � ( �x)) (D � 3)

というように，変数変換のヤコビアン µ( �x)が登場する．

このヤコビアンは運動方程式 (2 � 12)に現れる行列 Cの行列式に等しいことが次のようにして証明

できる．規格化された波動関数 � Ψ � を変数 �xでパラメータ化して時間依存変分原理を適用すると，運
動方程式

�
j

Fij
dxj
dt

=
∂�
∂xi

, Fij = i
���

∂Ψ
∂xi

�
�
�
�

∂Ψ
∂xj � −

�
∂Ψ
∂xj

�
�
�
�

∂Ψ
∂xi � � (D � 4)

が得られる．この Fijが変数変換のもとで二階のテンソルとして変換することと，正準変数 �yに変換
したときには det F = 1となることを用いると， µ( �x) = ∂(y) � ∂(x) =

�
det Fであることがわかる．運

動方程式 (D � 4)を (2 � 12)と見比べると， det F = (det C)2であるから，

µ( �x) = det C (D � 5)

である．

さて，問題は状態密度 (D � 3)をどう計算するかであるが，ここで，任意の物理量 �a( �x)を導入し，

� i ai( �x)∂� ( �x) � ∂xiのエネルギー Eの状態での統計平均
� �a � �∇� � Eを考えると，� �a � �∇� �

E
= J(E) � ρ(E) (D � 6)

J(E) ≡
�

d �x µ( �x)δ(E − � ( �x)) �a( �x) � ∂� ( �x)
∂ �x (D � 7)

である．部分積分を行なうと，

J(E) = −
�

d �x µ( �x)δ(E − � ( �x))
� �a( �x) � ∂ log µ( �x)

∂ �x +
∂

∂ �x � �a( �x) � � ( �x)

+
�

d �x µ( �x)δ � (E − � ( �x))
∂� ( �x)

∂ �x � �a( �x) � ( �x) (D � 8)

となるが，第一項は �a � �∇ log µ + �∇ � �aの平均値を用いて書け，また，第二項は (∂ � ∂E)EJ(E)に等しい

から，
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1
ρ(E)

∂J(E)
∂E

=
� �a � �∇ log µ + �∇ � �a �

E
(D � 9)

が得られる．したがって，

∂
∂E

� �a � �∇� �
E

=
∂

∂E
J(E)
ρ(E)

= −
J(E)
ρ(E)

1
ρ(E)

∂ρ(E)
∂E

+
1

ρ(E)
∂J(E)

∂E
(D � 10)

= −
1

T(E)

� �a � �∇ � �
E

+
� �a � �∇ log µ + �∇ � �a �

E
(D � 11)

となるので，

T(E) =

� �a � �∇ � �
E� �a � �∇ log µ + �∇ � �a � E

−
∂

∂E

� �a � �∇� �
E

(D � 12)

が得られるが，系の粒子数が大きいときには分母の第二項を無視してもよい．非正準変数を用いたの

で， �a � �∇ log µが現れていることに注意する．エネルギー Eの位相空間での平均値
� � Eを長時間平均

に置き換えれば，与えられたエネルギー Eに対して AMDの運動方程式を長時間解きながら �a � �∇�
と �a � �∇ log µ + �∇ � �aの平均値を計算することにより，エネルギーの関数としての温度 T(E)を求めるこ

とができる．なお， �aは何でもよいが，正準座標に対して ai = xi
� 2，正準運動量に対して ai = 0と

とったときの
� �a � �∇� � Eが，気体分子運動論でのビリアルに当たる．
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